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平成２３年度各会計の決算状況は、次のとおりであります。

（単位：千円）

歳 入 歳 出 差 引 翌 年 度
繰 越 財 源 実 質 収 支 額

13,728,094  13,351,674  376,420  66,381  310,039  

国 民 健 康
保 険 事 業 3,695,910  3,876,890  △ 180,980  0  △ 180,980  

学校給食費 89,604  89,754  △ 150  0  △ 150  

国 民 宿 舎
葛城高原ロッジ 94,148  93,528  620  0  620  

下水道事業 781,934  781,693  241  241  0  

介護保険事業 2,846,615  2,822,811  23,804  546  23,258  

後期高齢者
医療保険事業 321,922  321,922  0  0  0  

小 計 7,830,133  7,986,598  △ 156,465  787  △ 157,252  

21,558,227  21,338,272  219,955  67,168  152,787  

平成２３年度会計別決算の状況

特

別

会

計

一 般 会 計

合 計

会 計 名



翌年度繰越事業一覧表

翌年度への繰越事業（繰越明許費繰越計算書）は次のとおりであります。

一　般　会　計 （単位：千円）

科 目 金 額

－ 0  

国 庫 支 出 金 39,240  

地 方 債 41,600  

国 庫 支 出 金 646  

国 庫 支 出 金 5,617  

地 方 債 9,300  
国 庫 支 出 金 45,804  

地 方 債 72,000  
国 庫 支 出 金 91,307  

280,588  20,000  46,381  
地 方 債 122,900  

下水道事業特別会計 （単位：千円）

科 目 金 額
国 庫 支 出 金 54,959  

地 方 債 62,500  
国 庫 支 出 金 54,959  

地 方 債 62,500  

介護保険事業特別会計 （単位：千円）

科 目 金 額

国 庫 支 出 金 2,814  

国 庫 支 出 金 2,814  合 計 3,360  546  0  

介護保険制度改正等に
伴うシステム改修事業 3,360  546  0  

事 業 名 翌年度繰越額
左 の 財 源 内 訳

既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

防災無線整備事業 16,852  0  1,935  

公 共 下 水 道 事 業

事 業 名 翌年度繰越額

117,700  

241  合 計 117,700  0  

23,000  

合 計

ゲートボール場整備事
業 43,000  20,000  

学校耐震補強事業 133,296  0  15,492  

消防団安全対策整備事
業

事 業 名 翌年度繰越額
左 の 財 源 内 訳

既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

0  

左 の 財 源 内 訳

既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

241  

1,940  0  1,294  

（仮称）葛城９８号線整
備事業 85,500  0  4,660  



　平成２３年度御所市一般会計決算の概要は、歳入決算におきましては予算現額１４５億４１３２万６千円に対

し、９４．４％にあたる１３７億２８０９万４千円の収入であり、これは調定額１４０億８５１１万８千円との対比では

９７．５％の収入となっております。

　一方、歳出決算におきましては、予算現額に対し、９１．８％にあたる１３３億５１６７万４千円の執行となってお

ります。また、翌年度への繰越額は、ゲートボール場整備事業、（仮称）葛城９８号線整備事業、消防団安全対

策整備事業及び防災無線整備事業並びに学校耐震補強事業で２億８０５８万８千円となり、差し引き９億９０６

万４千円が不用額となっております。

　また、歳入歳出差し引き額は３億７６４２万円の黒字となり、翌年度への繰越財源６６３８万１千円を控除した

実質収支額は３億１００３万９千円の黒字、単年度収支額は４億５６２９万５千円の黒字となり、昭和４５年度以

平成２３年度一般会計決算の概要

来、４１年ぶりの黒字決算となっております。



過去５カ年度一般会計決算収支比較表

（単位：千円）

区分

歳 入 総 額 （Ａ） 13,881,290 14,886,932 14,947,842 14,173,022 13,728,094

歳 出 総 額 （Ｂ） 14,963,843 16,157,887 15,748,703 14,220,241 13,351,674

歳 入 歳 出 差 引 額 （Ｃ） △ 1,082,553 △ 1,270,955 △ 800,861 △ 47,219 376,420

翌 年 度 繰 越 財 源 （Ｄ） 7,500 36,958 21,373 99,037 66,381

実 質 収 支 ( Ｃ）- （Ｄ） （Ｅ） △ 1,090,053 △ 1,307,913 △ 822,234 △ 146,256 310,039

単 年 度 収 支 （Ｆ） 7,308 △ 217,860 485,679 675,978 456,295

積 立 金 （Ｇ） 0 0 0 0 0

繰 上 償 還 金 （Ｈ） 0 24,787 37,635 7,495 132,842

実質単年度収支（Ｆ）+（Ｇ）+（Ｈ） 7,308 △ 193,073 523,314 683,473 589,137

（普通会計財政分析指標）

基 準 財 政 需 要 額 （千円） 6,795,772 6,873,678 6,715,491 6,616,967 6,707,165

基 準 財 政 収 入 額 （千円） 2,968,989 2,949,012 2,800,046 2,709,394 2,671,489

財 政 力 指 数 0.437 0.429 0.418 0.409 0.398

〃 （ ３ 年 平 均 ） 0.444 0.436 0.428 0.419 0.408

標 準 財 政 規 模 （千円） 7,673,514 7,731,896 7,980,717 8,038,068 7,989,517

経 常 収 支 比 率 （％） 106.2 106.5 101.1 94.4 95.3

公 債 費 負 担 比 率 （％） 28.5 30.0 26.3 21.8 22.1

公 債 費 比 率 （％） 25.2 25.0 21.7 15.0 13.3

※　財政健全化指標については、巻末に記載。

平成 23年度平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度
年度



13,135,567 14,242,453 134

3,565,969 3,349,338

3,858,416 3,877,982

108,971 108,971

一般会計決算額の推移（単位：百万円）
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平成２３年度一般会計歳入決算は、１３７億２８０９万４千円で予算額１４５億４１３２万６千円に対する収入割

合は、９４．４％となっており、前年度決算と比べて４億４４９２万８千円、３．１％の減となっております。

歳入の収入調達の拘束性を基準に自主財源（市町村自らの手で自主的に収入し得るもの）と依存財源（自

らの権限でなく国・県・その他の意思決定に基づき収入するもの）に分けて分析すると、歳入に占める割合は

それぞれ３０．１％（前年度２９．６％）、６９．９％（前年度７０．４％）となりました。

また、使途を基準に一般財源（どの経費にも自由に充当することができる収入）と特定財源（その性質によ

り充当する経費が決められている収入）に分けるとそれぞれ６６．１％（前年度６４．０％）、３３．９％（前年度

３６．０％）となりました。

また，歳入科目別に前年度と比べて増加した主なものは、繰越金９９０３万７千円（３６３．４％）、財産収入

３６６４万１千円（４８．９％）、繰入金６９５９万３千円（４０．７％）、県支出金８億６６５４万８千円（２５．４％）、ゴル

フ場利用税交付金１６８８万６千円（１０．７％）等であります。一方、減少した主なものは寄附金１２８０万６千円

（△６９．７％）、国庫支出金１７億２３７４万７千円（△２３．６％）、地方特例交付金３８８１万６千円（△１９．８％）、

諸収入２億９５０５万５千円（△１４．７％）、株式等譲渡所得割交付金２６８万９千円（△１２．４％）、市債１０億

６４３０万円（△１１．５％）等であります。

歳入の概要



款別歳入決算額の状況

対 前 年 度

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

１．市 税 3,142,210 22.9 3,242,911 22.9 △ 100,701 △ 3.1

２．地 方 譲 与 税 117,344 0.9 120,629 0.9 △ 3,285 △ 2.7

３．利 子 割 交 付 金 14,125 0.1 14,889 0.1 △ 764 △ 5.1

４．配 当 割 交 付 金 11,351 0.1 10,407 0.1 944 9.1

５．株式等譲渡所得割交付金 2,689 0.0 3,068 0.0 △ 379 △ 12.4

６．地 方 消 費 税 交 付 金 239,746 1.7 246,783 1.7 △ 7,037 △ 2.9

７．ゴル フ場 利 用 税 交 付 金 16,886 0.1 15,251 0.1 1,635 10.7

８．自 動 車 取 得 税 交 付 金 30,296 0.2 33,671 0.2 △ 3,375 △ 10.0

９．地 方 特 例 交 付 金 38,816 0.3 48,402 0.4 △ 9,586 △ 19.8

１０．地 方 交 付 税 5,460,893 39.8 5,331,267 37.6 129,626 2.4

１１．交通安全対策特別交付金 4,353 0.0 4,636 0.0 △ 283 △ 6.1

１２．分 担 金 ・ 負 担 金 98,382 0.7 98,907 0.7 △ 525 △ 0.5

１３．使 用 料 ・ 手 数 料 383,276 2.8 368,576 2.6 14,700 4.0

１４．国 庫 支 出 金 1,723,747 12.6 2,255,743 15.9 △ 531,996 △ 23.6

１５．県 支 出 金 866,548 6.3 691,284 4.9 175,264 25.4

１６．財 産 収 入 36,641 0.3 24,611 0.2 12,030 48.9

１７．寄 附 金 12,806 0.1 42,196 0.3 △ 29,390 △ 69.7

１８．繰 入 金 69,593 0.5 49,467 0.3 20,126 40.7

１９．諸 収 入 295,055 2.1 345,951 2.4 △ 50,896 △ 14.7

２０．市 債 1,064,300 7.8 1,203,000 8.5 △ 138,700 △ 11.5

２１．繰 越 金 99,037 0.7 21,373 0.2 77,664 363.4

13,728,094 100.0 14,173,022 100.0 △ 444,928 △ 3.1

増減率
款 名

歳 入 合 計

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度



自主財源と依存財源の構成比

市税
22.9%

地方交付税
39.8%

市債
7.8%

依存財源
69.9%

国庫支出金
12.6%

その他
3.4%

使用料・手数料
2.8%

諸収入
2.1%

その他
2.3%

県支出金
6.3%

自主財源
30.1%

64.4

35.6

70.5

29.5

70.5

29.5

70.4

29.6

69.9

30.1

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

自主財源と依存財源の推移

自主財源
依存財源



一般財源と特定財源の構成比
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市税の内訳

平成 23年度 平成 22年度 増 減 額 A の

A B A-B 構 成 比

（千円） （千円） （千円） （％） （％）

１．市 民 税 1,266,292 1,364,064 △ 97,772 △ 7.2 40.3

個 人 1,067,429 1,121,982 △ 54,553 △ 4.9 34.0

法 人 198,863 242,082 △ 43,219 △ 17.9 6.3

２．固 定 資 産 税 1,445,519 1,478,202 △ 32,683 △ 2.2 46.0

純 固 定 資 産 税 1,434,156 1,466,752 △ 32,596 △ 2.2 45.6

国有資産等所在市町村交付金 11,363 11,450 △ 87 △ 0.8 0.4

３．軽 自 動 車 税 63,927 64,110 △ 183 △ 0.3 2.1

４．市 た ば こ 税 261,756 228,202 33,554 14.7 8.3

５．都 市 計 画 税 104,716 108,333 △ 3,617 △ 3.3 3.3

3,142,210 3,242,911 △ 100,701 △ 3.1 100.0

3,044,516 3,100,776 △ 56,260 △ 1.8 96.9

97,694 142,135 △ 44,441 △ 31.3 3.1

市 税

増 減 率
科 目

（ 滞 納 繰 越 分 ）

合 計

（ 現 年 課 税 分 ）



市税の構成比
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市税の徴収実績

調 定 額 収 入 額 徴 収 率 前 年 度
徴 収 率

（千円） （千円） （％） （％）

現 年 課 税 分 1,060,349 1,045,357 98.6 98.5

滞 納 繰 越 分 71,367 22,072 30.9 40.6

現 年 課 税 分 197,152 196,241 99.5 99.0

滞 納 繰 越 分 5,530 2,622 47.4 22.4

1,334,398 1,266,292 94.9 94.3

現 年 課 税 分 1,405,645 1,368,079 97.3 97.2

滞 納 繰 越 分 223,740 66,077 29.5 32.1

11,363 11,363 100.0 100.0

1,640,748 1,445,519 88.1 86.4

64,443 61,997 96.2 96.4

8,351 1,930 23.1 25.9

72,794 63,927 87.8 87.4

市 た ば こ 税 261,756 261,756 100.0 100.0

102,462 99,723 97.3 97.4

16,741 4,993 29.8 32.0

119,203 104,716 87.8 86.1

3,103,170 3,044,516 98.1 98.0

325,729 97,694 30.0 33.8

3,428,899 3,142,210 91.6 90.5

現 年 課 税 分

純固定
資産税

市 民 税

計

固 定 資 産 税

計

現 年 課 税 分

滞 納 繰 越 分軽 自 動 車 税

税 目 区 分

国有資産等所在市町村交付金

計

個 人

法 人

合 計
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計
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計

都 市 計 画 税



　財源は所得税・酒税の３２％、法人税の３４％、消費税の２９．５％、たばこ税の２５％から

成り立っている。

増 減 率 増 減 率

（千円） （％） （千円） （％）

１９ △ 0.4  △ 3.4  

２０ 2.8  6.2  

２１ △ 0.3  3.2  

２２ 0.0  5.9  

２３ 3.3  0.1  

平成２３年度普通交付税算定基礎

Ａ

Ｂ

Ｃ（Ａ-Ｂ）

Ｄ

Ｅ（Ｃ-Ｄ）

　分担金及び負担金の収入額の大部分を占める保育料は市独自の徴収基準を設けている。

特 別 交 付 税

調 整 額

3,909,406  1,344,382  

基 準 財 政 収 入 額

1,302,843  

3,907,573  1,423,694  

3,816,123  1,226,475  

交 付 基 準 額

年 度
普 通 交 付 税

3,921,652  

4,035,676  1,425,217  

地 方 交 付 税

分担金及び負担金

普 通 交 付 税 交 付 額 4,035,676千円

6,707,165千円

2,671,489千円

4,035,676千円

0千円

基 準 財 政 需 要 額

（単位：　千円）

ａ：国基準保育料
ｂ：市徴収基準保育料
ｃ：軽減額
（　　）はａに対する割合

平成21年度 平成22年度 平成23年度

150,000

100,000

50,000

ａ

112,100

ｂ
90,043
（80.3）

ｃ
22,057
（19.7）

ａ

114,254

ｂ
92,481
（80.9）

ｃ
21,773
（19.1）

ａ

111,049

ｂ
88,855
（80.0）

ｃ
22,194
（20.0）



３８３，２７６千円

1．使用料 ２８４，２３１千円

（１）公営住宅使用料 ５７，０４２千円

戸 数 ６０１戸

月 額 １，６００円～６６，２００円

（２）改良住宅使用料 １４８，５９５千円

（３）幼稚園使用料 ４，８８０千円

入園料 一人 ３，８００円 園児数 ３５人

保育料 月額 ６，６００円 園児数 ６１人

２．手数料 ９９，０４５千円

（１）戸籍住民基本台帳手数料 １２，８５８千円

（２）清掃手数料 ７８，０５２千円

一般廃棄物処理手数料

４０，９４９千円

ごみ袋販売手数料

３６，９０５千円

使用料及び手数料

栗 阪 居 宅 20戸

戸 毛 居 宅 20戸

居 宅 143戸

店舗 付 6戸

居 宅 172戸

店舗 付 2戸

古 瀬 居 宅 16戸

居 宅 245戸

店舗 付 5戸

居 宅 198戸

店舗 付 6戸

居 宅 37戸

店舗 付 1戸

871戸

23,400 円 13,000 円 23,400 円

23,400 円 13,000 円 13,000 円

19,800 円 11,000 円 11,000 円

23,400 円 13,000 円 13,000 円

19,800 円 11,000 円 11,000 円

17,100 円 9,500 円 9,500 円

18,000 円 10,000 円 10,000 円

9,300 円

19,800 円 11,000 円 19,800 円

9,500 円

19,800 円 11,000 円 11,000 円

8,000 円

16,200 円 9,000 円 9,000 円

室

計

柏 原

元 町

小 林

幸 町

14,400 円 8,000 円

17,100 円 9,500 円

16,700 円 9,300 円

減 免限 度 額 実績額（最低額）

月 額
地 区 区 分 戸 数

条例に定める額



１，７２３，７４７千円

８６６，５４８千円

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

国庫支出金の充当区分

扶助費
1,545,593千円

89%

普通建設事業
81,113千円

5%

その他
46,337千円

3%

補助費等
5,997千円

0%物件費
44,707千円

3%

県支出金の充当区分

扶助費
242,668千円

28%

物件費
197,786千円

23%
繰出金

161,839千円
19%

普通建設事業
123,093千円

14%

公債費
68,559千円

8%

人件費
36,834千円

4%

その他
35,769千円

4%



寄 附 金

　寄附金については、多くの方から貴重なご寄附をいただき、有効に活用致しました。

本年度の詳細は次のとおりです。

（単位：千円）

目 的 金 額 備 考

総 務 管 理 9,731 ふるさとごせ応援寄附金
社 会 福 祉 1,104 社会福祉に対する寄附金
児 童 福 祉 371 通園バス運行に対する寄附金

教 育 振 興
1,500 教育振興に対する寄附金

100 市民体育祭開催に対する寄附金
計 12,806

「ふるさとごせ応援寄附金」の使途先は次のとおりです。

（単位：千円）

使 途 件 数 金 額

財政健全化に 17 352
教育・文化・スポーツに 6 295
保健・医療・福祉に 9 600
市長におまかせ 97 8,484

計 129 9,731

市 債

平成２３年度発行の起債の状況は次のとおりである。

事 業 名
借 入 額

借 入 先
利 率 償還 年数

（千円） （％） （年）

臨時財政対策債
57,600 財 務 省 0.900 ２０

457,700 地方公共団体金融機構 0.900 ２０

道路整備事業
5,200 財 務 省 1.000 １５

16,100 地方公共団体金融機構 1.300 ２０

道路整備事業【繰越分】 26,300 地方公共団体金融機構 1.400 ２０

健全化貸付金（※1） 500,000 奈 良 県 0.000 －

臨時交付金事業貸付金【繰越分】（※2） 1,400 国 土 交 通 省 0.000 ２０

計 1,064,300
※1「健全化貸付金」は借換債として複数の市債を発行しており、「償還年数（年）」も様々であるため「－」により表示

※2道路整備事業に係る国の財政上の特例措置による貸付金



　平成２３年度一般会計歳出決算は、１３３億５１６７万４千円で予算額１４５億４１３２万６千円に対する執行

率は９１．８％となっており、前年度と比べて８億６８５６万７千円、６．１％減となっています。

　これを性質別の構成比でみると、義務的経費６０．１％（人件費１８．８％、扶助費１９．１％、公債費２２．２

％）、投資的経費３．５％、その他３６．４％となり、昨年度よりも義務的経費の割合は増加しております。公

債費では県の健全化貸付金の活用により１億３０１３万４千円の減額となりましたが、退職手当の増額に伴

う人件費の増、社会福祉費を中心とした扶助費の増により義務的経費の割合が高く、依然として財政は硬

直状態にあります。

　このような状況下において、限られた財源を有効に活用しつつ、経済の動向など諸情勢の変化に対応し、

市民の方々の要望に応えるため、保健・福祉対策の推進、新しいまちづくりの推進、都市基盤施設の整備

並びに教育振興を主な柱として取り組んでまいりました。

　保健・福祉対策の推進につきましては、急速に進行していく高齢化に対応するため、健康増進及び疾病

予防を基本としながら、介護福祉施策についても介護保険を中心とた周辺サービスを充実しつつ、一方で

重点施策として介護予防にも取り組んでまいりました。

　新しいまちづくりの推進につきましては、市民の元気、活力を呼び起こすために新しいものを創り出す事業、

御所市を元気付ける事業を実施する団体に支援することで、御所市の活性化に努めてまいりました。

　都市基盤施設の整備につきましては、（仮称）葛城９８号線整備事業を中心とした道路整備や市内一円の

水路整備等を引き続き行ってまいりました。

　上記のほか、各費目におきまして、厳しい財政状況ではありますが、財政健全化計画の目標達成に向けて

最善の努力をいたしました。

歳出の概要



款別歳出決算額の状況

対 前 年 度

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

１．議 会 費 198,651 1.5 147,433 1.0 51,218 34.7

２．総 務 費 2,038,849 15.3 1,817,486 12.8 221,363 12.2

３．民 生 費 4,267,272 32.0 4,311,049 30.3 △ 43,777 △ 1.0

４．衛 生 費 1,375,286 10.3 1,253,936 8.8 121,350 9.7

５．農 林 業 費 104,374 0.8 123,490 0.9 △ 19,116 △ 15.5

６．商 工 費 104,660 0.8 107,195 0.8 △ 2,535 △ 2.4

７．土 木 費 879,948 6.6 937,891 6.6 △ 57,943 △ 6.2

８．消 防 費 471,636 3.5 438,450 3.1 33,186 7.6

９．教 育 費 795,008 5.9 1,158,400 8.1 △ 363,392 △ 31.4

１０．災 害 復 旧 費 0 0.0 2,809 0.0 △ 2,809 　皆　減

１１．公 債 費 2,969,734 22.2 3,099,868 21.8 △ 130,134 △ 4.2

１２．繰 上 充 用 金 146,256 1.1 822,234 5.8 △ 675,978 △ 82.2

13,351,674 100.0 14,220,241 100.0 △ 868,567 △ 6.1

増減率
款 名

歳 出 合 計

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

款別歳出決算額の構成比

民生費
32.0 %

公債費
22.2 %総務費

15.3 %

衛生費
10.3 %

土木費
6.6 %

教育費
5.9 %

消防費
3.5 %

その他
4.2 %



性質別経費の決算額内訳表

対 前 年 度

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 増 減 額

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

8,033,732 60.1 8,039,863 56.5 △ 6,131 △ 0.1

2,512,838 18.8 2,459,507 17.3 53,331 2.2

2,551,160 19.1 2,480,488 17.4 70,672 2.8

2,969,734 22.2 3,099,868 21.8 △ 130,134 △ 4.2

461,290 3.5 890,488 6.2 △ 429,198 △ 48.2

普通建設事業費 461,290 3.5 887,679 6.2 △ 426,389 △ 48.0

補 助 86,829 0.7 418,518 2.9 △ 331,689 △ 79.3

単 独 283,302 2.1 365,358 2.6 △ 82,056 △ 22.5

県 営 負 担 金等 91,159 0.7 103,803 0.7 △ 12,644 △ 12.2

0 0.0 2,809 0.0 △ 2,809 　皆　減

4,856,652 36.4 5,289,890 37.3 △ 433,238 △ 8.2

1,323,273 9.9 1,229,504 8.7 93,769 7.6

70,144 0.6 85,174 0.6 △ 15,030 △ 17.6

1,390,416 10.4 1,301,472 9.2 88,944 6.8

400,430 3.0 432,840 3.0 △ 32,410 △ 7.5

400 0.0 700 0.0 △ 300 △ 42.9

1,525,733 11.4 1,417,966 10.0 107,767 7.6

146,256 1.1 822,234 5.8 △ 675,978 △ 82.2

13,351,674 100.0 14,220,241 100.0 △ 868,567 △ 6.1

繰 出 金

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

増減率
区 分

平 成 22 年 度

そ の 他

合 計

平 成 23 年 度

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費

災 害 復 旧 費

繰 上 充 用 金

貸 付 金



性質別決算額の構成比

公債費
22.2 %

扶助費
19.1 %

義務的経費
60.1 %

補助費等
10.4 %

物件費
9.9 %

繰出金
11.4 %

人件費
18.8 %

その他
3.6 %

繰上充用金
1.1 %

普通建設事業
3.5 %

投資的経費
3.5 %

その他の経費
36.4 %

60.2%

4.8%

35%

63.9%

4.4%

31.7%

56.8%

5.9%

37.3%

56.5%

6.2%

37.3%

60.1%

3.5%

36.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

性質別決算構成比の推移

その他の経費
投資的経費
義務的経費



人件費の内訳

共済組合等負担金
417,310千円

17%

退職金
363,078千円

14%

議員報酬手当
96,851千円

4%

委員等報酬
31,622千円

1%

市長等特別職給与
26,853千円

1% その他
14,356千円

1%

職員給
1,562,768千円

62%

扶助費の内訳

児童福祉費
831,058千円

33%

生活保護費
1,218,075千円

47%

教育関係費
19,203千円

1%老人福祉費
64,764千円

3%

社会福祉費
418,060千円

16%



（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他

23,271 9,698 10,493 　 　 3,080
コミュニティバス購入事業<繰越> 9,698 9,698 0
老人福祉センター改修事業<繰越> 8,766 8,190 576
中央公民館改修事業〈繰越〉 3,031 2,043 988
有線放送設備移設等改修事業〈繰越〉 1,420 260 1,160
防犯灯設置補助金 356 356

58,763 　 57,177 　 　 1,586
介護基盤緊急整備等臨時特例補助金 41,812 41,812 0
施設開設準備経費補助金 5,400 5,400 0
ゲートボール場整備事業 250 250
介護予防センター整備事業 7,952 7,733 219
学童保育所整備事業 3,349 2,232 1,117

6,477 　 　 　 　 6,477
大阪湾臨海環境整備事業負担金 360 360
清掃運搬車購入事業 6,117 6,117

19,164 　 9,000 　 5,273 4,891
土地改良整備事業 10,852 9,000 413 1,439
市単土地改良事業補助金 3,452 3,452
有害獣捕獲防護施設設置事業 4,860 4,860 0

20,289 　 16,896 　 3,000 393
観光施設整備事業補助金 3,000 3,000 0
観光施設整備事業補助金〈繰越〉 17,289 16,896 393

168,800 62,885 14,512 49,000 　 42,403
急傾斜地崩壊対策事業負担金 206 206
現業車両購入事業<繰越> 3,222 3,222 0
道路新設改良事業 27,520 11,290 14,600 1,630
（仮称）葛城９８号線整備事業 27,164 8,760 6,700 11,704
（仮称）葛城９８号線整備事業〈繰越〉 82,071 44,100 27,700 10,271
道路舗装工事<繰越> 10,025 10,025 0
交通安全施設整備事業 2,851 2,851
水路整備事業 12,227 12,227
西御所ポンプ場コンプレッサー購入事業 3,514 3,514

1,038 1,038 　 　 　 　

消防ホース乾燥台改修事業〈繰越〉 1,038 1,038 0
163,488 7,492 15,015 　 101,908 39,073

小学校エアコン設置事業〈繰越〉 1,463 1,463 0
旧葛中学校機会棟除却工事 819 819
中学校エアコン設置事業〈繰越〉 1,260 1,260 0
市指定文化財補助金 1,891 1,891
民間受託発掘調査事業 1,242 1,242 0
京奈和自動車道発掘調査受託事業 89,711 70,000 19,711
文化財関係施設整備事業〈繰越〉 22,078 15,015 7,063
書架等購入事業〈繰越〉 2,021 2,001 20
公用車購入事業 700 700
市民運動場改修事業 39,535 30,666 8,869
市民運動公園給水管敷設工事〈繰越〉 2,768 2,768 0

461,290 81,113 123,093 49,000 110,181 97,903合 計

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源等

事 業 費

商 工 費

土 木 費

教 育 費

農 林 業 費

消 防 費

普通建設事業一覧表

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

事 業 名



決算額（千円）

198,651
＜１ 議会費 ＞ 198,651
【 １ 議会費 】 198,651
１．議会費 １６７，１０６千円

（１）議会開催状況

（２）政務調査費交付金 ２，７７６千円

議員活動における、自己研修・視察等の必要経費に対し調査費として交付。

2,038,849
＜１ 総務管理費 ＞ 1,781,639
【 １ 一般管理費 】 866,884
１．職員給与費 ７２３，９５７千円

（１）退職の状況 ３６３，０７８千円

２．人事管理費 １３７，５７４千円

（１）職員健康診断実施状況

（２）職員研修実施状況

【 ２ 文書財政費 】 17,986
１．文書財政費 １２，７１７千円

（１）顧問弁護士委託 ７３５千円

相談件数：３７件

【 ３ 企画費 】 19,265
１．企画費 ７，４９８千円

（１）ＪＲ御所駅における乗車券類発売等委託 ４，０５７千円

ＪＲ西日本から乗車券発売等を受託し、その業務については、シルバー人材センターに

委託を行った。

２．市民まちおこし事業費 １，７１１千円

市民団体が新しい発想で自主的に企画運営する事業に、みんなの夢事業応援補助金を

区 分

1 議 会 費

主 要 な 施 策 の 成 果

2 総 務 費

4  1  2  6  2  17  
20  1  2  6  7  17  

区　　分

回　　数　（回）

協議 会議会運営
委 員 会

特 別
委員会

常 任
委員会定例会 臨時会

会議日数（日）

1,898  
受診者数（人）

301  
委託料（千円）

87  V D T 作 業 検 査 174  

実 施 内 容

職 員 定 期 健 康 診 断

49  
研 修 名 受講者数（人）

奈良県市町村会館管理組合研修

27 

経費（千円）

市 町 村 ア カ デ ミ ー 等 2  

人数（人）

6
6
1

3 3,895普 通 退 職

勧 奨 退 職

169,383

金額（千円）

163,446

26,354
早 期 希 望 退 職

定 年 退 職



決算額（千円）
交付し、地域おこし活動を推進した。

23年度採択事業：夢絵本製作委員会「GOSE夢絵本プロジェクト」
23年度事業実績：東風の会「”葛城の峯”G級グルメコンテスト」（22年度採択事業）

出品応募数７８団体、出店数２６団体、来場者数　約５，０００人

３．京奈和道企業誘致費 １３３千円

４．基金積立金 ７５千円

（１）ふるさと創生基金の活用

２３年５月末現在高

積立金額

取り崩し金額

２４年５月末現在高

【 ４ 電算管理費 】 105,939
【 ５ 会計管理費 】 1,575
【 ６ 財産管理費 】 756,179
１．財産管理費 ２６１，６７６千円

（１）土地開発公社損失補填及び利子等補給 ２３９，４１５千円

御所市土地開発公社に対して、損失補填及び利子補給等を行い健全化に努めた。

損失補填金 １８３，０００千円

利子補給金 ５６，４１５千円

２．公用車集中管理費 ６，４９９千円

共用車保有状況

３．コミュニティバス運行費 １５，３３９千円

コミュニティバス利用状況

４．基金積立金 ３９７，６２５千円

（１）市債管理基金の状況

２３年５月末現在高

積立金額

取り崩し金額

２４年５月末現在高

（２）公共施設整備基金の状況

２３年５月末現在高

積立金額

取り崩し金額

２４年５月末現在高

５．きめ細かな交付金事業＜繰越分＞ ２１，１８８千円

（１）コミュニティバス購入事業 ９，７６３千円

（２）市営墓地排水路改修事業 ２，５０９千円

122,327,018 円
1,488,068 円

423,726,204 円

328,974,614 円
275,298,088 円
24,860,264 円

579,412,438 円

区 分

270,462,818 円

1,694,769 円
268,842,923 円

74,874 円

302,887,254 円

27台0台27台 0台 0台
廃車 増減

平成23年度末
保 有 台 数

平成22年度末
保 有 台 数 登録

平成23年度中

稼働日数

利用者数

平成21年度
362日

44,384人

平成22年度
361日

42,654人

平成23年度
362日

42,101人



決算額（千円）区 分

（３）火葬場補修事業 ２，３２５千円

（４）産業振興センター改修事業 ５，８０４千円

（５）西御所ポンプ場改修事業 ７８７千円

※各事業について、交付金の性格上一括による運用が好ましいため財産管理費に計上。

６．市町村振興臨時交付金事業＜繰越分＞ ２２，０９６千円

（１）通信ネットワーク敷設事業 ４，４２２千円

（２）老人福祉センター改修事業 ８，９６２千円

（３）人権センター改修事業 １，１９７千円

（４）有線放送設備移設等改修事業 ２，０３３千円

（５）中央公民館改修事業 ４，２０４千円

（６）いきいきライフセンター改修事業 １，２７８千円

※各事業について、交付金の性格上一括による運用が好ましいため財産管理費に計上。

【 ７ 広報費 】 2,955
１．広報誌発行費 ２，８２６千円

「広報ごせ」を毎月１日に発行し、行政情報の周知のほか、市民活動の紹介など

紙面に工夫を凝らした。

【 ８ 公平委員会費 】 676
【 ９ 生活安定対策費 】 1,279
１．消費生活相談事業費 １，２７９千円

相談件数：５９件

主な相談内容：還付金詐欺に関する相談、未公開株券に関する相談、

　　　　　　　　　　多重債務者に関する相談など

【 1０ 女性政策費 】 362
１．女性政策費 ２６３千円

（１）女性相談事業

実施回数：６回　　相談件数：８件

２．「女と男の集い」開催費 ８９千円

開催日：平成２３年６月２５日　　参加者：１１６名

【 １１ 自治振興費 】 6,887
１．自治振興費 ６，８８７千円

（１）市自治会連合会事業推進委託 ５，８１４千円

（２）自治会活動推進事業補助 ８００千円

（３）自治会掲示板設置費補助 ２５千円

対象自治会：東久保自治会

【 １２ 諸費 】 1,652
１．防犯・暴力排除推進事業費 １，６５２千円

（１）高田地区暴力排除推進協議会負担 １７１千円

全市民が総力を結集してあらゆる暴力と暴力団を追放し、明るく住みよいまち

づくりに寄与することを目的として助成を行った。

（２）高田防犯協議会負担 ６７０千円

犯罪のない明るく住みよいまちづくりを目的として、防犯協議会に対して助成を行った。

（３）防犯灯設置工事補助 ３５６千円

対象：９自治会



決算額（千円）区 分

＜２ 徴税費 ＞ 167,400
【 １ 税務総務費 】 128,264
【 ２ 賦課費 】 20,653
１．賦課費 １９，１４４千円

（１）固定資産路線価見直業務委託 ７，５３０千円

（２）鑑定評価時点修正作業委託 ２９４千円

（３）地番図異動修正業務委託 １，７４３千円

【 ３ 徴収費 】 18,483
１．徴収費 １８，４８３千円

滞納処分状況

差押による換価の状況

（１）滞納整理支援システムにかかる経費 ３，３７８千円

市税滞納整理支援システムを活用し、徴収率向上を図った。

（２）市税過誤納還付金・返還金の状況 １３，７２１千円

＜３ 戸籍住民基本台帳費 ＞ 53,898
【 １ 戸籍住民基本台帳費 】 53,898
１．戸籍住民基本台帳費 ７３１千円

 戸籍・住民・印鑑証明などの作成及び発行事務に要した経費。
　住民票等発行状況は、次のとおり。

２．戸籍システム構築運用費 ５，８５２千円

３．住基ネットワークシステム構築運用費 ３９５千円

＜４ 選挙費 ＞ 19,232
【 １ 選挙管理委員会費 】 7,859

固 定 資 産 税 797 

個 人

42  

還付金

市
民
税 法 人 43  

3  76 

76 3  

税 目
返還金

件数（件）

168  3,368 
件数（件） 金額（千円）

9,461 

計 260  13,645 

金額（千円）

軽 自 動 車 税 7  19 

204,000  

計 12,857,400  

548  

5,254,800  

身 元 証 明

9,296  

80  
そ の 他 証 明

印 鑑 証 明

住 基 カ ー ド

臨 時 ナ ン バ ー

14,461  

区 分

住 民 票

戸 籍 9,468  

2,788,800  
272  

件数（件）

34,333  

208  
40,000  
67,100  

164,400  

収入額（円）

4,338,300  

差押区分 不動産 預貯金 保険 給与 年金 合計

件数 9 109 47 4 9 178

人数

換 価 134

金額（円）

22,181,503



決算額（千円）区 分

１．選挙管理委員会費 １，６４５千円

【 ２ 奈良県知事選挙・奈良県議会議員選挙費 】 11,104
１．奈良県知事選挙・奈良県議会議員選挙費 １１，１０４千円

（平成２３年４月１０日執行）

（知事選挙）選挙当日有権者数　２５，５４６人　投票者数　１０，２４１人　投票率　４０．０９％

（県議会議員選挙）　無投票

【 ３ 大和平野土地改良区総代選挙費 】 269
１．大和平野土地改良区総代選挙費 ２６９千円

（平成２３年５月２４日執行）　無投票

＜５ 統計調査費 ＞ 1,216
【 １ 指定統計調査費 】 1,216
１．調査員確保対策事業費 ２１千円

統計調査員希望者を登録し統計調査員の確保に資する

２．経済センサス調査費 １，１８７千円

経済センサス調査区の管理と必要な修正

すべての事業所、企業を対象とする全数調査

３．工業統計調査費 ６千円

製造業の事業所を対象に行われる全数調査で平成２２年度調査の集計作業

＜６ 監査委員費 ＞ 15,464
【 １ 監査委員費 】 15,464
１．監査委員費 １，６５５千円

4,267,272
＜１ 社会福祉費 ＞ 1,622,347
【 １ 社会福祉総務費 】 485,977
１．社会福祉総務費 ３６９千円

（１）社会を明るくする運動委託 １００千円

すべての市民が犯罪の防止について理解を深め、それぞれの立場に

おいて力を合わせ、犯罪や非行のない社会を築くための啓発活動を行った。

２．戦没者追悼式関係経費 １６１千円

（平成２３年８月２０日執行）

柱数 １，３０１柱

遺族世帯数 １，２２７世帯

遺族出席者数 １５１人

３．地域福祉計画策定費 ４，０９１千円

御所市地域福祉計画、御所市障害者福祉長期計画及び御所市障害福祉

計画の策定を行った。

４．介護保険事業繰出金 ４０９，７５０千円

（１）介護保険事業特別会計繰出 ４０９，７５０千円

５．生活のしづらさなどに関する調査費 ３４千円

在宅の障害児・者等の生活実態とニーズを把握することを目的とし、日常生活のしづらさ

の状況、障害の状態、福祉サービスの利用状況、日中活動の状況などの調査を行った。

６．社会福祉協議会費 １６，９００千円

3 民 生 費



決算額（千円）

（１）社会福祉協議会負担 １６，９００千円

７．民生児童委員活動費 ７，３３５千円

民生児童委員（１０３人）の活動に対し助成を行った。

８．基金積立金 １，１２１千円

（１）福祉基金の状況

社会福祉事業の推進に資するため、篤志家からの寄附金（６件）を積み立てた。

２３年５月末現在高

積立金額

　内訳）寄附金

　　　　　利子収入

２４年５月末現在高

【 ２ 心身障害者福祉費 】 404,909
１．心身障害者福祉費 ３９７，７６７千円

（１）福祉タクシー基本料助成事業委託 ６，３４８千円

重度心身障害者が市内のタクシーを利用する際、年間４８回の基本料金の助成を行った。

該当者数：７８０人 利用者数：３８１人　延９，９１８人

（２）視覚障害者用録音テープ作成事業委託 １０７千円

視覚障害者に対する「声の広報」（録音テープ）を作成した。

（３）地域活動支援センター負担 ８９３千円

作業指導・生活訓練を行う施設に通所する利用者分の費用負担を行った。

（４）手話通訳者派遣事業 ７１千円

聴覚障害者に対し手話通訳者を派遣した。

延件数：２０件

（５）精神障害者医療 ３，２３０千円

精神障害者に対し通院医療費の助成を行った。

件数：２，０８１件

（６）療養介護医療 ６２４千円

病院において常時介護を要する障害者の療養介護の医療費助成を行った。

対象者延人数：１０人

（７）障害福祉サービス ２６３，５９４千円

障害者に対し障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス（介護給付・

訓練等）の給付を行った。

区 分

63,958,349円
16,578円

62,837,744円
1,120,605円
1,104,027円

29,196  
共同生活援助 12  781  

93,105  505  
療養介護 9  

274  

4,864  
108  11,795  

施設入所支援

金額（千円）

居宅介護 376  16,563  
種　　　類 延件数（件）

重度訪問介護

2,278  

230  7,432  

129  13,651  
5,535  行動援護 166  

生活介護

児童デイ

短期入所 78  
共同生活介護



決算額（千円）区 分

（８）日中一時支援事業 ７０６千円

一時的な見守りが必要な障害者・児に対し日中活動の場を確保・提供した。

利用者数：１１人

（９）特別障害者（児）手当等給付 １０，１５５千円

重度の障害者に対し、手当の給付を行った。

（１０）日常生活用具給付 ８，３５４千円

在宅の重度障害者・児に対し日常生活用具を給付し、日常生活の便宜を図った。

件数：８６２件

（１１）更生医療 ７８，７５５千円

障害を軽減するために身体障害者に対し更生医療の給付を行った。

（１２）補装具給付 ８，０４８千円

身体障害者・児に対し補装具（義肢・補聴器・車イス等）の交付及び修理を行った。

（１３）福祉ホーム事業 ４２０千円

福祉ホームへの入居の支援を行った。

利用者数：１人

（１４）更生訓練費等給付 １９千円

更生訓練を受けている身体障害者に対する訓練のための給付を行った。

（１５）移動支援事業 ４，２８０千円

屋外での移動が困難な障害者・児に対し、外出のための支援を行った。

利用者数：３２人

２．障害者自立支援特別対策事業費 ６，９０１千円

障害者施設に対し運営の安定化等を図るために、助成を行った。

区 分 件数（件）

交 付

修 理

6,535  
51  1,513  

金額（千円）

61  

78,755  81  
受給件数（件） 助成費（千円）

192  
36  経過的福祉手当

259  
区 分

特別障害者手当 6,886  
2,753  障害児福祉手当

516  

給付延人数（人） 給付金額（千円）

件数

3  4,483  通所サービス等利用促進事業費

助成金（千円）区分

計

45,676  
12  4,323  

263,594  

33  7,717  
1  247  
6  1,008  

47  3,213  
自立訓練（生活訓練） 19  1,717  
就労移行支援

76  8,321  

自立訓練（機能訓練）

47  6,172  
就労継続支援（Ａ型）

身体入所療養

知的入所更生

就労継続支援（Ｂ型） 439  

2,567  

知的入所授産

知的通所授産



決算額（千円）区 分

【 ３ 心身障害者医療費 】 39,796
１．心身障害者医療費 ３９，７９６千円

（１）重度心身障害者〈児〉医療 ３７，４１６千円

年間助成件数 ４，９４３件

助成費 ３７，４１６千円

【 ４ 老人福祉費 】 140,153
１．老人福祉費 ９８，８４９千円

（１）介護基盤緊急整備等臨時特例補助 ４１，８１２千円

認知症高齢者グループホームの増床に対する補助。対象：１施設

（２）施設開設準備経費補助 ５，４００千円

認知症高齢者グループホーム開設に係る備品購入に対する補助。対象：１施設

（３）老人クラブ活動補助 ２，２１０千円

老人クラブ数 ４９クラブ

会　　員　　数 ３，０４３人

（４）老人保護施設入所委託 ３７，６４１千円

２．敬老事業費 ７６１千円

長寿者（８８歳）祝品及び高齢者(１００歳以上）慰問品。
３．緊急通報システム事業費 １，２３３千円

緊急通報装置の設置台数：１６０台

４．ゲートボール場整備費 ２５０千円

（１）翌年度繰越事業 （単位：千円）

５．地域の居場所づくり事業費 ７，２７５千円

（１）生活・介護支援サポーター養成事業 １，３０７千円

高齢者を支援するための基本的な知識及び技能を修得するための養成事業。

修了者：９人

（２）緊急医療情報キット配布 １，２００千円

一人暮らしの高齢者の救急時に役立つ情報を記載する用具を配布した。

対象者：１，０９２人 配布者：９４２人

（３）地域の居場所整備事業 ４，７６８千円

老人憩いの家など、高齢者が集える居場所を再整備した。

６．介護予防サービス事業費 １４，０３１千円

要支援認定者を対象に、その要支援状態の悪化の防止や改善に努めた。

介護予防サービス計画作成件数：延２，１３８人

2  美 吉 野 園

入所人員（人）

橿 原 園

施 設 名

聖 ヨ ゼ フ ホ ー ム

1  
13  

事 業 費
その 他 特財

43,000

財 源 内 訳
事 業 名

43,000

国庫支出金 一 般 財 源

ゲートボール場整備事業

3  
特別対策費

30  
2,388  

新事業移行促進事業費



決算額（千円）区 分

７．高齢者支援拠点整備事業費 １０，４１０千円

（１）介護予防センター整備事業 １０，４１０千円

【 ５ 老人医療費 】 6
１．老人医療費 ６千円

年間助成件数 １件

助成費 ６千円

【 ６ 後期高齢者医療費 】 506,469
１．後期高齢者医療費 ３８８，８００千円

（１）療養給付費負担金（過年度分含む） ３６１，３２７千円

（２）重度心身障害者老人等医療費（後期高齢） ２７，１１７千円

年間助成件数 ７，２１０件

助成費 ２７，１１７千円

２．後期高齢者医療保険事業繰出金 １１７，６６９千円

（１）後期高齢者医療保険特別会計繰出金 １１７，６６９千円

【 ７ 旧老人保健医療費 】 3,998
【 ８ 年金費 】 17,635
１．年金費 ３，１６４千円

国民年金法等に基づき主に次の事務を行った。

・資格の取得・喪失等届出書、保険料免除、学生納付特例、若年者納付

　特例申請手続の受理

・老齢、障害、遺族基礎年金等の裁定請求書等の受理・審査

・その他給付に係る申請書の受理及び事実審査の報告等

【 ９ 老人福祉センター費 】 14,330
１．老人福祉センター費 １４，３３０千円

（１）老人福祉センター運営 １１，９６３千円

利用状況

（２）介護予防センター運営 ２，３６７千円

利用状況

計 一日平均利用者数

60人  
54人  

1,553人

58人  
73人  

31人  

65人  

26
789人764人26
744人

767人

656人
711人

742人

684人 1,340人
1,393人

58人  
771人

月

５月 23
25 523人

男開館日数

248人
女

974人
8,137人8,896人

３月

計 293

４月

1,529人
57人  1,262人639人22

２月 24
１月

26

56人  
57人  

1,392人
９月

733人８月

56人  
1,354人

650人25

69人  

682人６月

１２月 22

743人 611人
26

７月

1,477人

1,527人
１１月 801人24 1,548人747人

623人

1,887人
17,033人

64人  

24

760人

815人
913人

１０月

714人



決算額（千円）区 分

【 １０ シルバー人材センター費 】 7,290
１．シルバー人材センター費 ７，２９０千円

（１）シルバー人材センター補助 ７，２９０千円

【 １１ 人権啓発推進費 】 1,784
１．人権啓発推進費 １，２４８千円

人権問題啓発活動推進本部は部落差別をはじめ、あらゆる形態の差別を

なくすための環境と雰囲気づくりのために「毎月１１日は人権を確かめあう日」

を中心とし、さまざまな啓発媒体を通して市民の人権意識の高揚に努めた。

２．人権擁護委員費 １９８千円

地方法務局及び市町村の住民の人権相談や人権擁護運動の助長に努めた。

人権相談実施回数：２３回 相談件数：１３件

３．市町村啓発連協費 ３３８千円

奈良県内における部落問題及びあらゆる人権問題について行政啓発活動の

推進体制を確立し、実践活動の強化を図った。

＜２ 児童福祉費 ＞ 1,384,454
【 １ 児童福祉総務費 】 74,028
１．家庭相談業務費 ８，４０７千円

子ども家庭相談センターにおいて家庭相談員を配置し児童虐待等、児童に

関するさまざまな相談に応じた。

２．住民生活に光をそそぐ交付金事業費＜繰越分＞ ９０６千円

（１）子ども家庭相談センター整備事業 ９０６千円

【 ２ 児童措置費 】 774,316
１．児童措置費 ７７４，３１６千円

（１）私立保育所等運営 １７９，３５１千円

保育需要に伴う児童の保護と健全育成のため、私立保育所等の果たす役割

は大きく、その運営に対し長時間保育・障害児保育など保育内容の充実を図

るため措置委託を行った。

1,625  

桜 井 学 園 （私 立 ）

施 設 名

1,391  ま こと保 育 園 （私 立 ）

恵 愛 保 育 所 （私 立 ）

2  
2  

第 一 葛 城 学 園 （私 立 ）

前 栽 保 育 園 （私 立 ）

つ ぼ み 保 育 園 （私 立 ）

入所延人員(人)

50,913  

委託運営費(千円)

94,866  

15  

200  
801  

313  

20  637  

11人  

一日平均利用者数

230人 12人  
191人

月 開館日数 男 女

225人

計

１１月

１０月

33人 189人

20 33人 197人
20 34人

222人 12人  
１月 22 39人 187人 226人 10人  
１２月 19

297人 14人  
２月 21 58人 205人 263人 13人  

1,463人 12人  
３月 21
計 123 281人 1,182人

84人 213人



決算額（千円）区 分

（２）子育て短期支援事業委託 １２５千円

対象：２施設 措置児童数：５名

（３）子ども手当支給 ４１６，６９０千円

中学校修了までの子どもを対象に月額１０，０００円～１５，０００円を支給した。

（４）児童扶養手当支給 １７２，５０８千円

延支給件数 ４，１５７件

【 ３ 母子福祉費 】 10,719
１．母子家庭支援費 １０，７１９千円

（１）母子生活支援施設等入所措置 ７，３３５千円

母子生活支援施設：２世帯　　助産施設：３世帯

（２）母子家庭自立支援給付事業 ３，３８４千円

対象：２名

【 ４ ひとり親家庭等医療費 】 15,784
１．ひとり親家庭等医療費 １５，７８４千円

年間助成件数 ５，３５４件

助成費 １４，２０１千円

【 ５ 保育所費 】 454,954
１．保育所運営費 ８３，４２０千円

近年の核家族化と共働き家庭の増加に伴う、保育に欠ける児童の保護と健全

育成のため、次のとおり入所措置を行った。
定員

1.06

保育士数 業務員数入所者数

26
施 設 名

90掖 上 保 育 所

13,000 円
15,000 円

22,485  人 
2,497  人 37,455   

292,305   
86,930   10,000 円 8,693  人 

対 象 延 児 童 数月額 支給額

はじか み保 育園 （私 立）

24  ちべ ん 保 育 園 （私 立 ）

磐城第二保育所（葛城市）

岡 保 育 所 （五 條 市 ）

21  

12  

延 明 保 育 園 （私 立 ）

34  

吉 野 保 育 所 （吉 野 町 ）

あおぞら保育所（大淀町）

12  1,222  
2  

1,784  

179,351  

60  

412  
737  

168  

354  

1,877  

合 計 3,009  

24  
天満保育所（大和高田市）

34  

12  

2  

2,230  

第 ５保 育 所 （桜 井 市 ）

牧 野 保 育 所 （五 條 市 ）

12  348  

1,159  12  

淨 正 院 保 育 園 （私 立 ）

1,495  

48  1,777  
1,290  

235  13,875  

第 ２保 育 所 （桜 井 市 ）

金 橋 保 育 所 （橿 原 市 ）

北保育所（大和高田 市）

こどもの森阪手保育園（私立） 2,243  24  
36  

華 表 保 育 園 （私 立 ）



決算額（千円）区 分

２．保育所費 ２２，８３５千円

（１）地域子育て支援センター事業委託 ４，３６０千円

対象：恵愛保育所

（２）長時間保育事業補助 １１，６５７千円

対象：恵愛保育所・第一葛城学園

（３）家庭支援推進事業補助 ４，９３８千円

対象：第一葛城学園

（４）一時保育事業補助 １，５８０千円

対象：第一葛城学園

【 ６ 幼児園費 】 10,815
１．幼児園運営費 １０，８１５千円

【 ７ 学童保育所費 】 24,011
１．学童保育所費 ２０，６６２千円

２．学童保育所整備費 ３，３４９千円

大正小学校の余裕教室を大正学童保育所として活用するための整備を行った。

【 ８ 児童館費 】 12
【 ９ 乳幼児医療費 】 19,815
１．乳幼児医療費 １９，８１５千円

年間助成件数 １１，２１１件

助成費 １８，３２１千円

＜４ 生活保護費 ＞ 1,260,471
【 １ 生活保護総務費 】 41,887
１．生活保護総務費 ３，９５８千円

【 ２ 扶助費 】 1,217,828
１．生活保護費 １，２１７，８２８千円

生活保護法に基づき、生活困窮者に対し各種の必要な扶助を行い、生活の

安定を図るとともに、その自立を支援することに努めた。

金額（千円）延件数（件）延件数（件） 金額（千円）

平成２３年度 平成２２年度
区 分

※「入所者数」は平成２４年３月末現在

2.0
120 91 10 3.5
60 53

5

入所者数

御 所 保 育 所

合 計

5
秋 津 保 育 所

定員

38 1.560

保育士数 業務員数施 設 名

大正 御所 秋津 葛城 葛 掖上 合計

定数 70  人 40  人 30  人 30  人 30  人 40  人 240  人 
登録者数 32  人 58  人 7  人 38  人 25  人 33  人 193  人 

※「入所者数」は平成２４年３月末現在

90
60

196

2.0
1.0
2.0

42 7.5
90

450

42
27
63
38

120

石 光 保 育 所

葛 城 保 育 所

合 計

1.5
12
8

9
7

幸 町 保 育 所

小 林 保 育 所



決算額（千円）区 分

【 ３ 住宅手当緊急特別措置事業費 】 756
１．住宅手当緊急特別措置事業費 ７５６千円

離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち住宅を喪失している者又は

喪失するおそれのある者に対して住宅手当を支給。

対象者：２名

1,375,286
＜１ 保健衛生費 ＞ 486,261
【 １ 保健衛生総務費 】 369,059
１．保健衛生総務費 ５，８１１千円

（１）南和周辺地区病院群輪番制負担 ３，８７７千円

御所市・五條市・大淀町の医療機関の輪番制により休日、夜間の応

急２次診療を実施するための負担金。

（２）小児深夜診療負担 １，１７８千円

橿原市休日夜間応急診療所（午前０時～６時）での１５歳以下の小児の受診

者割の経費を負担

受診者数：５８名

（３）産婦人科一次救急市町村負担 ６８８千円

かかりつけ医がいない患者に対応するため、県内を北和と中南和の２地域に

分け、医療機関の輪番制による休日、夜間の産婦人科一次救急医療を行う

ための負担金。

２．国民健康保険関連費 ２２９，６３７千円

（１）国民健康保険事業特別会計繰出 ２２９，５５７千円

３．水道事業繰出金 ４７，８００千円

（１）水道事業会計繰出 ４７，８００千円

【 ２ 予防費 】 71,449
１．予防費 ４３３千円

２．健康教室費 １２１千円

生活習慣病の予防に関する正しい知識の普及を図るための教室を実施した。

実施回数：５回　参加延人数：３６人

３．健康相談費 ６０千円

健康診査及び特定健診等で保健指導の必要な人に対し、適切な栄養指導等を実施した。

４ 衛 生 費

310 

2 

1,193,456 

629,411 

1,947 

6,613 

590 

141 0 

1,989 

5,813 

14,710 

32,269 

631,186 

267 

6,222 

20,682 

9 

0 

1,217,828 

12 

19 

13 

3,344 

5 

19,680 

5 

4 

4,944 63,181 

465,331 

2 

31,035 1,718 

5,213 

6,310 

1,538 

879 

57,137 

452,963 

13,617 

6,007 

5,979 医 療 扶 助 費

教 育 扶 助 費

介 護 扶 助 費

911 

合 計

生 業 扶 助 費

葬 祭 扶 助 費

出 産 扶 助 費

保護施設事務費及び委託事務費

行 路 人 旅 費

生 活 扶 助 費

住 宅 扶 助 費



決算額（千円）

実施回数：６回　参加延人数：３６人

４．訪問指導費 １９９千円

療養上の保健指導が必要な人および家庭を訪問し、指導を行った。

訪問件数：１３件

５．健康診査費 ３６７千円

骨密度、歯周疾患検診及び肝炎ウィルス検査を実施した。

（骨密度、歯周疾患検診）実施回数：３回　受診人数：７１人　（肝炎ウィルス検査）受診人数：２４人

６．肺がん・結核検診費 ５７０千円

実施回数：６回　受診人数：４０４人

７．胃検診費 ２，１１１千円

（集団検診）実施回数：６回　受診人数：３８１人　（個別検診）受診人数：４２人

８．子宮がん検診費 １，７３７千円

（集団検診）実施回数：５回　受診人数：２８６人　（個別検診）受診人数：２３７人

９．乳がん検診費 １，８６２千円

（集団検診）実施回数：５回　受診人数：２２２人　（個別検診）受診人数：３３４人

１０．大腸がん検診費 ５６３千円

（個別検診）受診人数：３８３人

１１．がん検診推進事業費 ４，３３０千円

子宮がん、乳がん及び大腸がんの検診の受診率向上のため、特定の

年齢に達した市民を対象に無料での検診を実施した。

１２．個別予防接種費 ５１，９４６千円

（1）予防接種の実績

区 分

  141人
受診者数

22.6%  228人
18.2%

受診率

乳がん検診   1,011人
子宮がん検診

対象者数

  775人

大腸がん検診   1,991人   239人 12.0%

麻疹・風疹
混合ワクチン（MR）

対 象 者

高齢者インフルエンザ

11歳以上13歳未満
（小学６年生に通知）

２ 期

１ 期

２回目日 本 脳 炎
（特例措置者含む）※

３ 期

４ 期

追 加

２ 期

１期

１回目

二 種 混 合
（ジフテリア 破傷風） ２ 期

3歳～90ヶ月未満

131

186
226

中学１年生

高校３年生

147

114

11

満65歳以上

252
261

満60歳以上65歳未満の人であって
心臓・腎臓・呼吸器の機能に自己の
身辺の日常生活が極度に制限され
る程度の障害を有する人及びヒト免
疫不全ウイルスによる免疫の機能
に日常生活がほとんど不可能な程
度の障害を有する人

9歳～13歳未満

延人数

4,994

153
生後1歳～2歳未満
幼稚園・保育所年長児

※平成7年6月1日～平成19年4月1日生で日本脳炎の接種が完了していない人

173

種 別



決算額（千円）区 分

１３．集団予防接種費 ４，０８７千円

【 ３ 環境衛生費 】 12,553
１．環境衛生費 １，００９千円

２．火葬業務費 １１，５４４千円

市営火葬場使用状況

【 ４ 公害費 】 50
１．公害費 　 ５０千円

【 ５ 休日応急診療所費 】 8,979
１．休日応急診療所費 ８，９７９千円

いきいきライフセンターにおいて、医師会の協力を得て日曜・祝祭日

（６５日）、年末年始（６日）に診察を行い、市民の緊急診療に対応した。

【 ６ 母子保健費 】 19,839
１．妊婦健康診査費 １１，９６２千円

母子手帳交付者数：１６０名

２．乳児相談・４か月児健診費 ５９６千円

（１）乳児相談

対象者：７か月児・１０か月児 実施回数：１２回 相談人数：２０２人

（２）４か月児健康診査

対象者：４か月児 実施回数：１２回 受診人数：１２８人

３．１歳６か月児健診費 １，０１４千円

対象者：１歳８か月児 実施回数：１２回 受診人数：１５３人

４．２歳児歯科健診費 １８５千円

対象者：２歳３か月児～２歳６か月児 実施回数：４回 受診人数：１１６人

５．３歳６か月児健診費 ５３０千円

対象者：３歳６か月児 実施回数：６回 受診人数：１６０人

６．新生児等訪問費 １５７千円

４か月までの新生児とその母親を訪問し、保健指導や母乳栄養指導などを実施した。

三 種 混 合

ジフテリア

破傷風

百日咳

１ 回 目

２ 回 目

136
２回目

１回目

１期
３回目

追 加

135
119
149

回数 延人数

132
133
164

6

種 別

12

Ｂ Ｃ Ｇ

ポ リ オ
（急性灰白髄炎） 生後3ヶ月～90ヶ月未満

生後3ヶ月～6ヶ月未満

生後3ヶ月～90ヶ月未満

12
対 象 者

男 女 計

日 曜 内 科 81  86  167  
祝 祭 日 小 児 科 138  106  244  
年末年始 その 他 10  13  23  

７１日 計 229  205  434  

区 分
受診者数（人）

大 人 小 人 死産児 その他 計

387件  0件  5件  0件  392件  



決算額（千円）区 分

訪問件数：５５件

７．すくすく相談費 ２６８千円

発達相談員による発達検査と適切な関わり方のアドバイスを実施した

対象者：就学前までの児童 実施回数：１８回 相談人数：５３人

８．のびのび教室費 ８８千円

親子交流や集団遊びなどの場の提供及び個別相談などを実施した

対象者：１歳６か月児～３歳児 実施回数：１１回　 参加延人数：８２人

９．住民生活に光をそそぐ交付金事業費＜繰越分＞ １，３３６千円

（１）のびのび教室拡充事業 １，３３６千円

【 ７ いきいきライフセンター費 】 4,332
＜２ 清掃費 ＞ 889,025
【 １ 清掃総務費 】 379,680
１．清掃総務費 ４１，３８９千円

（１）御所田原本環境衛生事務組合負担 １５，８９３千円

（２）大阪湾臨海環境整備事業負担 ３６０千円

（３）生ごみ処理機補助 ６４千円

家庭における生ごみの自家処理を促進し、ごみの減量を図るべく、生ごみ

処理機等の購入に対する補助を行った

（４）リサイクル推進補助 ２，３６４千円

ごみの減量化並びに資源ごみのリサイクルを推進するため、自治会等各

種団体が実施する集団資源回収に対し助成金を交付した。

助成団体数：延１２５団体

２．クリーンセンター費 １７２，３８０千円

（１）排気ガス等分析測定委託 ３，０５６千円

【 ２ ごみ処理費 】 184,741
１．ごみ処理費 ４３，０８９千円

本年も広く市民に完全分別を呼びかけ、その協力のもと収集業務を行った。

（収集・持込） （不燃物には資源ゴミを含む）

（１）清掃運搬車購入 ６，１１７千円

【 ３ し尿処理費 】 324,604
１．し尿処理費 ３２４，６０４千円

（１）葛城地区清掃事務組合負担 ３２４，０９０千円

平成１５年４月より、し尿は全てアクアセンターにて処理している。

対象人口：３０，２７７人 年間処理量：１６，０９７kl

9,881  処理量（ｔ） 1,299  
284  

埋立処理

稼動日数（日） 284  
焼却処理

持込量（ｔ）収集量（t）

771  
2.71  0.45  31.18  12.30  

不燃物

計（ｔ）

不燃物 可燃物 不燃物可燃物

8,856  127  5,364  644  3,492  
2.27  

年間

18.89  １日あたり平均

可燃物

補助数（件） 8
合 計

4
コン ポ ス ト等電 気 式 容 器

4



決算額（千円）区 分

104,374
＜１ 農業費 ＞ 92,838
【 １ 農業委員会費 】 32,519
１．農業委員会費 ８，７４９千円

（１）農業委員会活動の状況

委員数 １６人 平成２４年３月３１日現在

定例委員会開催回数 １２回 付議件数 １０７件

【 ２ 農業総務費 】 29,399
１．農業総務費 ４，０１６千円

【 ３ 農業振興費 】 13,913
１．農業振興費 １１，３６４千円

（１）水田農業構造改革対策事業補助 ４，８３１千円

米の生産過剰と消費の減少により米の生産を調整しつつ、自給上必要な大豆

や水田の有効利用による野菜などへの転換促進のため水田農業経営確立

対策事業を実施した。

（２）中山間地域等直接支払制度補助 ２，８４３千円

中山間地域において適切な農業生産活動が継続的に行えるよう、生産条件に

関する不利を補正するための支援を行った。

（３）農業振興地域整備計画作成業務委託 ３，１７７千円

農業振興を図るべき区域を明らかにし、その土地の農業上の有効利用と農業の

近代化を総合的に推進する振興計画の作成を行った。

２．戸別所得補償制度推進事業費 ２，５４９千円

戸別所得補償制度の円滑な推進のための指導推進活動に努めた。

【 ４ 農地費　】 17,007
１．農地費 １６，４６３千円

（１）土地改良整備事業 １０，８５２千円

農業の生産基盤である農地、ため池及びその他の農業用施設の改良を行った。

施工箇所：鴨神、玉手

（２）市単土地改良事業補助 ３，４５２千円

農業生産性の向上と経営における近代化の促進を図るため、次のとおり農業

施設の補修及び改良事業に対し助成を行った。

5 農 林 業 費

5.80ha  

水 稲 作 付 面 積

大 豆 ・野 菜 等 作 物

果 樹 等 の 永 年 作 物

564.80ha  
131.80ha  
33.80ha  
23.40ha  自 己 保 全 等

対 象 外 面 積

〃0  

6,883  　４０％以内

〃

2,747  
705  

補助率

計

農 道 1,765  

11  8,648  －3,452  
0  た め 池

事 業 内 容 件数（件）

2  
0  

水 路 9  
補助金（千円）事業費（千円）



決算額（千円）

＜２ 林業費 ＞ 11,536

【 １ 林業費 】 11,536
１．林業費 １０，７９２千円

（１）施業放置林整備事業委託 ８９８千円

（２）有害獣防除施設設置事業 ４，８６０千円

（３）有害鳥獣駆除事業補助 １，２００千円

有害鳥獣の駆除のための補助を行い農産物の保護に努めた。

（４）地域で育む里山づくり事業補助 ３５２千円

（５）森林整備地域活動支援 ２，０２０千円

104,660
＜１ 商工費 ＞ 104,660

【 １ 商工総務費 】 10,353

【 ２ 商工業振興費 】 16,778
１．商工業振興費 １６，７７８千円

（１）商工業振興対策事業 １，９００千円

市内中小企業者の金融の円滑化と育成を図るため、信用保証協会と損失補償契約

 を締結し、経営資金の融資保証を行った。 また、商工業振興のため助成措置を講じた。

（２）市工場設置奨励 ４，８１７千円

実績：新設１社　増設１社

 【 ３ 産業振興センター費 】 25,526
１．産業振興センター費 ２，５０１千円

２．産業振興センター施設費 ４，３５６千円

利用状況

利用件数 １９２件

利用者数　 ９，６０４人

３．産地商品展示即売・履物デザイン展開催費 ２，４９４千円

サンダル履物をはじめ、市内において生産される産品を広く一般消費者に紹介

すると共に商品の需要開拓を図った。

（１）第２６回地場産品展示即売会：１１月５日、６日（２日間）

　　　　　　　　出品参加企業　 ２８社

　　　　　　　　総来場者数 ５，４２０人

（２）第２４回サンダル履物コンテスト：１１月５日

応募者数 １，２６４人　１，３７０点

総来場者数　 ２，２１０人

４．デザインセミナー参加費 ２５６千円

消費者ニーズの動向をいちはやく察知し、その知り得た情報で商品企画を行い、また

特徴ある商品の試作品研修を実施して、産地全体のイメージアップを図った。

シューズデザイナーによる商品開発、研修会

年６回　　　参加人数２１名　　　延１８時間

区 分

6 商 工 費

市商工業経営改善普及事業補助

区 分

県信用保証協会特別融資保証預託 400  

1,500  

金額（千円）



決算額（千円）区 分

【 ４ 観光費 】 52,003
１．観光費 ４，６９１千円

（１）市観光協会事業補助 ３，０００千円

市内観光資源の保護開発と観光事業の健全な振興を図るため観光協会で行う

事業に対して補助を行った。

（２）葛城の道歴史文化館運営補助 １，０００千円

「葛城の道」の拠点として観光客が休憩等で利用するために館の運営に対して

補助を行った。

２．御所市観光施設整備事業費（地域振興支援事業補助金を活用） ３，０００千円

（１）観光施設整備事業補助 ３，０００千円

対象：弥勒寺

３．葛城山登山口駐車場事業費 ２０７千円

（１）利用状況

４．市町村振興臨時交付金事業費＜繰越分＞ １７，２８９千円

（１）観光施設整備事業補助 １７，２８９千円

対象：葛城一言主神社、高鴨神社、葛城の道歴史文化館

879,948
＜１ 土木管理費 ＞ 72,141

【 １ 土木総務費 】 72,141
１．土木総務費 １，５８７千円

（１）急傾斜地崩壊対策事業負担 ２０６千円

施工箇所：柏原地内

＜２ 道路橋梁費 ＞ 226,977

【 １ 道路橋梁総務費 】 37,424
１．道路橋梁総務費 ５５千円

【 ２ 道路維持費 】 38,434
１．道路維持費 ２２，７４８千円

（１）橋梁長寿命化計画策定委託 ２，７００千円

延長１５m以上の橋梁を対象に点検を行った。

（２）道路維持工事 ２，２７１千円

擁壁工などによる道路維持工事を行い、市民生活の利便の向上を図った。

概要は次のとおり。

7 土 木 費

自由勾配側溝工・Ｌ型側溝工50.0m 戸 毛

計

工 事 内 容

2,271 

2,271 

工事延長Ｌ＝

施 工 箇 所 工事費（千円）

9 1,100 1,100

5 1,823 1,823

金額（千円）

1,4514 962 962 1,45110

8 1,295

429

金額（千円）

11

利用台数

637

7 1,032 1,032

6 637

1,019 1,019

12 463 463

779

月

779

2 463 463

1

429

1,295

月 利用台数

3



決算額（千円）区 分

２．市町村振興臨時交付金事業費＜繰越分＞ １０，０７９千円

（１）道路維持工事 ６，７９６千円

（２）現業車両購入事業 ３，２８３千円

【 ３ 道路新設改良費 】 146,780
１．道路新設改良事業費 ２７，５２０千円

道路改良事業については、年次的に整備を図っているところであり、平成２３年度に

おいても幅員の狭隘な道路の改良整備及び工事後における砂利道の改良舗装に努め、

市民生活の不便の解消を図り生活環境の改善を行った。

（１）道路改良工事 １７，２４９千円

（２）道路舗装工事 １０，２４５千円

２．（仮称）葛城９８号線整備事業費（人件費含む） ２７，１６４千円

工事費：１５，１７５千円 補償費：１，７６０千円

平成１５年度より着手している（仮称）葛城９８号線整備事業で、平成２３年度は、

２２年度からの繰越分を含めて工事（Ｌ＝600.0m）及び補償を行った。

翌年度繰越事業 　　（単位：千円）

３．（仮称）葛城９８号線整備事業費＜繰越分＞ ８２，０７１千円

工事費：８２，０７１千円

４．きめ細かな交付金事業費＜繰越分＞ １０，０２５千円

（１）道路舗装工事 １０，０２５千円

舗装面積Ａ＝

舗装面積Ａ＝

舗装面積Ａ＝

稲 宿

櫛 羅

工事延長Ｌ＝

工事延長Ｌ＝樋 野 ・古 瀬

10,245 計

236.3m 

3,931 

295.8m 923.9㎡

895.9㎡

工事延長Ｌ＝

施 工 箇 所 工 事 内 容

283.3m 

857.4㎡

工事費（千円）

3,494 

2,820 

111.1m 楢 原

124.8m 

増

7,581 

17,249 

30.0m 

工事延長Ｌ＝

工事延長Ｌ＝

南 郷

施 工 箇 所

工事延長Ｌ＝

29.2m 

擁壁工・ブロック積工

擁壁工・Ｌ型水路工

2,205 

計

擁壁工・Ｌ型水路工 4,754 

路肩擁壁工・Ｌ型水路工

工事延長Ｌ＝

2,709 

工 事 内 容 工事費（千円）

小 林

41,60085,500

事 業 内 容

僧 堂 ・朝 妻 （仮称）葛城９８号線
整 備 事 業 39,240

国 庫支 出金
事 業 費

財 源 内 訳
施 工 場 所

4,660

一般財源地 方 債 その他特財

管渠工・Ｌ型水路工

舗装工

自由勾配側溝工・擁壁工

舗装工 1,521 

1,072 

竹 田 工事延長Ｌ＝ 140.7m 1,313 

2,890 

6,796 

栗 阪 工事延長Ｌ＝

工事費（千円）

栗 阪

計

施 工 箇 所 工 事 内 容

131.6m 

工事延長Ｌ＝ 9.1m 

工事延長Ｌ＝ 68.1m 室

舗装面積Ａ＝

舗装面積Ａ＝

舗装面積Ａ＝

248.7m 

575.9㎡

工事費（千円）

2,323 593.5㎡

1,923 164.0m 

施 工 箇 所 工 事 内 容

475.4㎡

柳 原 他 工事延長Ｌ＝

豊 田 工事延長Ｌ＝

室 工事延長Ｌ＝ 168.9m 2,063 



決算額（千円）区 分

【 ４ 交通安全施設整備費 】 4,339
１．交通安全施設整備費 ４，３３９千円

交通事故が多発している今日、その安全対策として防護柵の設置、道路反射

鏡の整備などを行い、歩行者の安全を守り、交通事故の防止に努めた。

＜整備＞

＜修繕＞

＜３ 河川費 ＞ 12,353

【 １ 水路費 】 12,353
１．水路費 １２，３５３千円

下排水路改良事業については、年次的に整備を進めているところであり、平成２３

年度も水害の防止、環境衛生の向上に努めた。

事業概要は次のとおり。

＜４ 都市計画費 ＞ 489,244

【 １ 都市計画総務費 】 46,727
１．都市計画総務費 ５８千円

【 ２ 都市下水路費 】 418,452
１．都市下水路費 ６，５９２千円

（１）ポンプ場管理関係 ６，５９２千円

西御所ポンプ場の維持管理・保守点検等に要した経費

２．下水道事業繰出金 ４１１，８６０千円

（１）下水道事業特別会計繰出 ４１１，８６０千円

下水道事業において、公費負担とすべき経費及び使用料収入を充てても

608  

2,849  

工 事 内 容

そ の 他

計

視線誘導標工事 117  デリネーター

区画線、車止め、その他

道路反射鏡設置工事

1,248  

876  

ガードレール、転落防止柵

工事費（千円）工 事 名

カーブミラー11基

防護柵設置工事

管渠工伏 見 ・西 持 田 工事延長Ｌ＝ 98.3m

計

工事延長Ｌ＝

135.5m

工 事 内 容

47.3m 2,688 

12,227 

3,316 

2,945 

五 百 家 ・増 工事延長Ｌ＝ 46.0m Ｌ型水路工・Ｕ型水路工 2,144 

新 田 ・川 合 工事延長Ｌ＝ 129.4m 河川土工・擁壁嵩上げ工

施 工 箇 所

今 住

工事延長Ｌ＝ 自由勾配側溝工柿 ヶ 坪

工事費（千円）

Ｕ型（プレハブ）水路工

1,134 

251  

工事費（千円）

1,436  

工 事 内 容

転落防止柵

1,169  

16  

計

カーブミラー18基

工 事 名

防護柵修繕工事

そ の 他 ネットフェンス、デリネーター

道路反射鏡修繕工事

舗装面積Ａ＝

舗装面積Ａ＝

1,018 

柏 原 工事延長Ｌ＝ 161.6m 2,698 

375.4㎡

410.8㎡

西 佐 味 工事延長Ｌ＝

計

140.0m 

10,025 



決算額（千円）区 分

なお不足する経費を繰出した。

【 ３ 都市施設管理費 】 24,065
１．都市施設管理費 １２，３２７千円

葛城公園などの市内各公園並びに都市施設の維持管理を行い、市民に対し

快適な憩いの場を提供することに努めた。

＜５ 住宅費 ＞ 79,233

【 １ 住宅管理費 】 51,686
１．住宅管理費 ６７５千円

（１）住宅耐震診断委託 ６７５千円

件数：１５件

２．住宅家賃徴収対策事業費 ７７３千円

支払督促申立等１７件

【 ２ 住宅維持補修費 】 27,547
１．市営住宅維持補修費 ３，００３千円

２．改良住宅維持補修費 １６，９９９千円

３．空家対策事業費 ４，０４６千円

市営住宅等の空家に対して入居者募集をするため修繕した。

改良住宅４戸

４．きめ細かな交付金事業費＜繰越分＞ ３，４９９千円

（１）空家対策事業 ３，４９９千円

市営住宅４戸　改良住宅１戸

471,636
＜１ 消防費 ＞ 471,636

【 １ 広域消防費 】 419,843
１．広域消防費 ４１９，８４３千円

（１）中和広域消防組合負担 ４１９，８４３千円

近年の災害は、社会情勢の変化に伴い複雑化、大規模化しており、それに対応すべく、 

人的整備をはじめ資機材の充実を図るべく御所市においても応分の負担を行った。

救急業務状況は次のとおり。

8 消 防 費

2  

0  

951  834  

7  

1  

31  

2  

17  

168  

1,056  

192  185  

14  13  

16  2  7  

27  21  

774  

182  

32  

15  

151  

207  

29  

167  180  

14  11  

32  

178  

154  

17  

900  

31  

185  

0  

4  

平成23年中

搬送人員（人）

1  0  

1,558  1,431  1,600  

173  155  174  

29  

16  

154  

1,679  1,371  1,497  

13  

5  

21  

983  

196  

そ の 他

加 害

自損行為

運動競技

186  184  

2  

24  

計

火 災

水難事故

交通事故

労働災害

急 病

一般負傷

事故種別
平成23年中平成21年中

出動件数（件）

平成22年中

6  

平成22年中

5  

平成21年中

0  



決算額（千円）

火災発生状況は次のとおり。

【 ２ 消防費 】 43,587
１．消防団費 ３９，７５３千円

市民の生命・身体・財産を災害等から守るため各分団ごとに巡回を行い、防災

を訴え続けると共に、消防団員の技術及び資質の向上を図ってきた。また女性

消防団員による高齢者等の防火訪問を実施し、 社会的弱者に対しても防災意

識の向上を図った。

　また、消防力を一層高めるため、施設の整備・充実に努めた。

（１）翌年度繰越事業 （単位：千円）

【 ３ 消防施設費 】 1,811
１．消防施設費 ７７３千円

（１）消火栓新設委託 ３５０千円

設置箇所：蛇穴地内

２．きめ細かな交付金事業費＜繰越分＞ １，０３８千円

（１）消防ホース乾燥台改修事業 １，０３８千円

【 ４ 災害対策費 】 6,395
１．災害対策費 ８２７千円

災害に備えて防災出前トーク等を実施し、市民の防災意識の向上を図るとともに、

国の経済危機対策交付金を活用した防災倉庫設置等の災害対策に努めた。

出前トーク実施回数：１７回

（１）防災無線整備事業 １９８千円

（２）翌年度繰越事業 （単位：千円）

（３）自主防災組織設立補助 ２５０千円

大規模地震や風水害等の被害防止、軽減または予防をするため地域に

おける自主的な防災組織の設立を支援するためより補助金の交付を行った。

平成２３年度の実績　４団体　２５０，１００円

組織率 57.4 ％ （平成２４年３月３１日現在）

２．東日本大震災支援対策費 ５，１５８千円

被災地への物資提供によって減少した備蓄物資について、国の補助制度を

活用し、補充を行った。

区 分

財 源 内 訳
事 業 費

646

一 般 財 源国庫支出金

1,2941,940

その他特財
事 業 名

消防団安全対策整備事業

平成２１年中 11  1  15  

建物（件） 林野（件） 車両（件） その他（件） 計（件） 損害見積額（千円）

51,887  

平成２２年中 10  0  3  1  14  15,980  

0  3  

1  13  70,679  平成２３年中 10  0  2  

1,935防災無線整備事業 16,852

事 業 名

5,617 9,300

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 地 方 債 一 般 財 源



決算額（千円）区 分

795,008
＜１ 教育総務費 ＞ 94,628
【 １ 教育委員会費 】 2,868
１．教育委員会費 ２，８６８千円

委員会の開催状況

【 ２ 事務局費 】 91,218
１．事務局費 ３，８１２千円

教育行政全般に係る運営及び事務執行に要した費用。

【 ３ 学校評価システム構築事業費 】 542
１．学校評価システム構築事業費 ５４２千円

学校の自己評価と外部評価の充実を図る取り組みを行い、教育現場の改善を

行うとともに保護者に対する説明責任を果たすための取り組みとして学校評価

システムを構築し、学校評価を行った。

＜２ 小学校費 ＞ 109,216
【 １ 学校管理費 】 84,843
１．学校管理費 ３２，２２２千円

２．学校施設費 ４８，２８９千円

小学校の状況（平成２３年５月１日現在）

（１）学校別修繕費及び備品購入費の状況 （単位：千円）

３．きめ細かな交付金事業費＜繰越分＞ １，４６３千円

（１）エアコン設置事業 １，４６３千円

（掖上小・秋津小・葛小・御所小・名柄小・葛城小）

４．住民生活に光をそそぐ交付金事業費＜繰越分＞ １，２３４千円

（１）図書購入事業 １，２３４千円

【 ２ 教育振興費 】 21,345
１．教育振興費 １０，４２７千円

（１）教育振興会委託 ８９８千円

学校教育の振興を目的として教育活動の内容充実に努めた。

（２）特色ある学校づくり補助 ９４０千円

学習指導要領の改訂によって、各学校が創意工夫を生かした特色ある教

育を展開することが求められており、児童の創造性や活力を生かしたさま

ざまな体験・交流活動などの取組が行われた。

9 教 育 費

区 分

定 例 委 員 会

付議件数（件）

21  
開催回数（回）

12  

教員数 職員数

7  73  1,177  120  8  

学級数
（学級）

学校数
（校）

児童数
（人）

教 職 員 数 （人 ）

477  
修 繕 費学 校 名

御所小学校

備品購入費

1,379  
備品購入費学 校 名

1,007  葛城小学校

修 繕 費

葛 小 学 校名柄小学校 535  
1,276  593  秋津小学校763  

1,116  
掖上小学校 696  

637  
大正小学校

640  667  
1,320  1,057  



決算額（千円）区 分

（３）特別支援教育就学奨励 ３０１千円

対象者１１人

２．要及び準要保護児童支援費 ２，４９４千円

対象者２１６人　（要保護６８人、準要保護１４８人）

３．特別支援教育支援事業費 ８，３２３千円

小学校における発達障害（学習障害・注意欠陥多動性障害・高機能自閉症等）がある児童に

対する教育体制の充実を図るため、支援員を配置した。

【 ３ 外国人語学指導事業費 】 3,028
１．外国人語学指導事業費 ３，０２８千円

小学校の英語活動の授業において、教諭と外国人英語指導助手とのチームティーチング

により外国語活動の充実を図った。

＜３ 中学校費 ＞ 74,848
【 １ 学校管理費 】 59,081
１．学校管理費 ２１，２３２千円

２．学校施設費 ２３，１３９千円

中学校の状況（平成２３年５月１日現在）

（１）学校別修繕費及び備品購入費の状況 （単位：千円）

※「修繕費」のうち「葛中学校」

については小中一環教育を実施

しているため葛小学校に計上。

（２）旧葛中学校プール機械棟除却工事 ８１９千円

（３）翌年度繰越事業 （単位：千円）

３．きめ細かな交付金事業費＜繰越分＞ １，２６０千円

（１）エアコン設置事業（御所中・葛上中） １，２６０千円

４．住民生活に光をそそぐ交付金事業費＜繰越分＞ ７６５千円

（１）図書購入事業 ７６５千円

【 ２ 教育振興費 】 12,490

教員数 職員数

4  31  673  89  4  

学級数
（学級）

学校数
（校）

生徒数
（人）

教 職 員 数 （人 ）

御 所 中 学 校

学 校 名

439
1,147

700
葛 上 中 学 校

－

574
葛 中 学 校

備品購入費修 繕 費

1,007

1,172
816

大 正 中 学 校

自然体験学習・町名人探検学習・平和学習・高齢者や障害者との交流学習

葛城小学校

自然体験学習・環境学習・伝統文化学習・英語学習

自然体験学習・国際理解学習・高齢者や障害者との交流学習・平和学習

葛 小 学校

自然体験学習・御所町の歴史学習・葛城川環境学習・平和学習御所小学校

学 校 名 事 業 内 容

自然体験学習・食に関する学習・高齢者との交流学習・地域学習

米作り体験学習・国際理解学習・高齢者との交流学習・環境学習

秋津小学校

大正小学校 栽培学習・環境学習・平和学習・福祉学習

名柄小学校

掖上小学校

15,492学校耐震補強事業

事 業 費
国庫支出金 地 方 債

事 業 名

133,296 45,804 72,000

一 般 財 源

財 源 内 訳



決算額（千円）区 分

１．教育振興費 ４，８５６千円

（１）教育振興会委託 ６３７千円

学校教育の振興を目的として教育活動の内容充実に努めた。

（２）特色ある学校づくり補助 ４７５千円

学習指導要領の改訂によって、各学校が創意工夫を生かした特色ある教

育を展開することが求められており、生徒の創造性や活力を生かしたさま

ざまな体験・交流活動などの取組が行われた。

（３）各種大会選手派遣費補助 ６６０千円

（４）特別支援教育就学奨励 ２３４千円

　 対象者数６人

２．要及び準要保護生徒援助費 ４，０７３千円

対象者１３２人　（要保護４０人、準要保護９２人）

３．特別支援教育支援事業費 ３，１４６千円

中学校における発達障害（学習障害・注意欠陥多動性障害・高機能自閉症等）がある生徒に

対する教育体制の充実を図るため、支援員を配置した。

【 ３ 外国人語学指導事業費 】 3,277
１．外国人語学指導事業費 ３，２７７千円

中学校の英語科の授業に英語教諭と外国人英語指導助手のチームティーチング

により、外国語科教育（英会話学習を含む）の充実を図った。

＜４ 幼稚園費 ＞ 51,810
【 １ 幼稚園管理費 】 48,330
幼稚園の状況（平成２３年５月１日現在）

【 ２ 幼児園管理費 】 3,148
幼児園の状況（平成２３年５月１日現在）

【 ３ 教育振興費 】 332
１．教育振興費 ３３２千円

（１）私立幼稚園就園助成 ２５０千円

＜５ 社会教育費 ＞ 256,133

　教 職 員 数 （人）
教員数 職員数

2  18  3  0.5 大 正 幼 稚 園

学級数
（学級）

園　　　名 園児数
（人）

園 名 園児数（人）

7  葛 カ トリック 幼 稚 園

助成金（千円）

250  

　教 職 員 数 （人）
教員数 職員数

3  35  4  0  
2  6  3  0  
5  41  7  0  合 計

園児数
（人）

御 所 幼 稚 園

秋 津 幼 稚 園

園　　　名 学級数
（学級）

職場体験学習・カレッジ体験学習・障害者問題学習・ボランティア学習

職場体験学習・国際理解学習・カレッジ体験学習・情報学習

職場体験学習・自然環境学習・栽培学習・平和学習

職場体験学習・ボランティア学習・御所の郷土歴史学習

事 業 内 容学 校 名

大 正 中 学 校

葛 上 中 学 校

葛 中 学 校

御 所 中 学 校



決算額（千円）区 分

【 １ 社会教育総務費 】 33,154
１．教育支援活動費 ９１５千円

児童生徒の規範意識の低下の克服や体力向上のため、地域ぐるみで学校教育の運営を

支援する体制を整備するとともに、子どもたちを支援する活動を通じて、学校と地域の連携

や地域の教育力向上を図った。

実施校：７校（御所小・掖上小・秋津小・名柄小・大正小・御所中・大正中）

コーディネーター３人・ボランティア２６０人

２．成人式開催費 ９９千円

平成２４年１月９日実施　参加者数２８３人　（対象者数３５２人　）

【 ２ 社会教育振興費 】 1,056
国際化・高齢化・高度情報化が進展する中で、社会や地域・家庭など様々な変

化に対し主体的に対応し、 心豊かな人間性を培う生涯学習の必要性が高まっ
ている中、 次のような事業や学級開設を行い活力ある社会づくりを推進した。
１．社会教育振興費 ８０７千円

（１）女性学級開設委託 ２５０千円

２．ウィークエンドセミナー費 １３８千円

【 ３ 公民館費　】 18,038
１．中央公民館費 ８，６２７千円

２．中央公民館施設費 ６，３３５千円

３．公民館教室開催費 １，６４５千円

市民の生涯学習の拠点とし、また人々が交流するコミュニケーションの場

として１０教室４講座を開催し市民の文化・教養の向上を図った。

開催教室は次のとおり。

開催講座は次のとおり。

学級数

5学級 41  
学 級 名

女 性 学 級

参加延人数 （人）開催回数 （回）
708  

14  

24  

ストーリーテリング講座

中 国 語 講 座

英 会 話 講 座

ジュニアリズム体操講座

講 座 名

9  
13  

講座生数（人）

10  
10  

開催回数（回）

10  
10  

参加人数

42人

事 業 内 容

古典文学セミナー

事 業 名

源氏物語の世界を学ぶ 138  
事業費（千円）

9  

学級生数（人）

書 道 教 室

教 室 名

茶 道 教 室

着 付 教 室

陶 芸 教 室

日 本 語 教 室

20  
24  
12  

洋 画 教 室

写 真 教 室

15  
20  

料 理 教 室

手 編 教 室

14  

14  
14  

14  
開催回数（回）

16  

6  
9  14  

14  

14  
16  

14  

日 本 画 教 室 15  14  



決算額（千円）区 分

公民館利用状況は、１，９１２件（前年度１，６８０件）であり、公民館主催事業

参加者数は延２，７２９人（前年度２，７３４人）であった。

４．葛公民館費 １９５千円

５．葛公民館施設費 １，６２５千円

生涯学習の拠点として、各種自主活動クラブ等に学習の場を提供した。

また、公民館主催事業として高齢者講座を次のとおり開催した。

公民館利用状況は、３５１件（前年度３９０件）であり、公民館主催事業の

参加者数は延１３８人（前年度１６４人）であった。

【 ４ 文化財保存費 】 135,507
１．文化財保存事業費 ２，３０７千円

（１）市内文化財の状況　（平成２４年３月３１日現在） （単位：件）

ア．国指定文化財

イ．奈良県指定文化財

ウ．御所市指定文化財

エ．国登録文化財

２．市内所在遺跡緊急発掘調査事業費 ２，０００千円

所在地：　 佐田地内・鴨神地内

３．民間受託埋蔵文化財発掘調査事業費 １，２４２千円

所在地： 櫛羅地内

４．京奈和自動車道関係発掘調査事業費 ８９，７１１千円

５．市町村振興臨時交付金事業費＜繰越分＞ ２７，０５３千円

（１）巨勢山古墳群整備基本計画策定事業 ４，８０７千円

（２）文化財関係施設整備事業 ２２，２４６千円

【 ５ 青少年健全育成費 】 18,067
１．青少年チャレンジ講座費 １９５千円

日頃体験しない活動を行い、また他校の児童と交わることにより、児童の生きる力

や社会性の獲得に努めるため、環境学習・工作・社会見学等を年間６回実施した。

参加人数：市内小学校１年生～６年生児童　延３２３人

高 齢 者 講 座 9  138  
講座生数（人）講 座 名 開催回数（回）

3 16
3 3 7 4 1 18

彫 刻

6 4

工 芸
史 跡 合 計

重要美術品

1

考 古
資 料

重 要 文 化 財

建 造
物 彫 刻

2
員 数

種 別

件 数

11
1

天 然
記 念
物

2

建 造
物 彫 刻 工 芸

2 1 1 12
1 3

3

無 形
民 俗

有 形
民 俗

1
11

歴 史
資 料 合 計

員 数 2 1

史 跡

1

種 別

件 数

無 形
民 俗

有 形
民 俗彫 刻 工 芸 史 跡

天 然
記 念
物

34 38
2 4

歴 史
資 料 合 計

件 数

員 数

種 別

2

建 造
物

4

3
3

員 数 3

合 計

3

天 然
記 念
物

無 形
民 俗

有 形
民 俗工 芸 史 跡

件 数

種 別 建 造
物

歴 史
資 料彫 刻



決算額（千円）区 分

２．青少年サマーキャンプ費 ７６２千円

次代を担う青少年の健全な育成を図ることを目的として、野外活動の活発化と指導者

育成のために実施した。

参加人数：市内小学校５年生～市内中学校３年生児童生徒　３６人

３．青少年センター費 ２７４千円

地域における青少年の健全育成を図るため、５地区青少年指導員協議会に事

業の運営委託を行い、街頭指導・街頭啓発による非行防止や各種研修会、体

育活動（レクリェーションを含む）を実施した。

４．青少年相談事業費 ７，６９９千円

青少年に関する電話及び面談による相談業務を始め、不登校児童・生徒を対

象に適応指導教室を実施した。

【 ６ アザレアホール費 】 49,892
１．アザレアホール費 １０，５６３千円

利用状況

２．図書館費 ２１，９８２千円

（１）図書館業務委託 １３，５３４千円

平成１９年４月より、図書館窓口等の委託を実施した

３．住民生活に光をそそぐ交付金事業費＜繰越分＞ ６，７７０千円

（１）図書等購入事業 ６，７７０千円

本年度は一般図書１，７５６冊、児童図書９６７冊を購入した。

図書貸出状況は次のとおり。

1,881  

蔵書予定数（冊） 充足率（％）

107.6  109,527  計 100,000  

一般図書

38,453  
107,646  

平成２３年度末

1,198  69,193  
蔵書数（冊）

児童図書 39,136  

合計（点）

35,000  109.9  

その他の資料

683  

（ビデオ等）

70,391  65,000  106.5  

55
28,569

99

2,802
2,595

107

117
118

20

27

31

36

411
51
28

3,984
2,306３月

合計

13２月

24,153268

９月

50

2,15622１１月

１０月 365

1,48818
296

８月

児童書

383
394
446

2,238

開館
日数 個 人

25
25

1,990
2,056

2,424
1,732

一般書

2,571

2,012

100
1,391
2,746

25

25

313

253

７月

2,480

１日平均

107
110

2,202

291

262
889

271
4,966 1,130

277

5,699 1,146 141 6,986

367 6,0924,836
6,549

179 6,773
294

453
5,256 1,338

287
5,787 1,503 69 7,359

321 6,594

292

928 52 5,320
320639 7,039
296

2,955 563 274 3,792

311
367454 8,080

735 7,468

294
5,607 1,081 137 6,825

62,017 13,039 3,821 78,877
273

合 計

貸 出 人 数 （ 人 ・ 団 体 ） 貸 出 数 （ 冊 ・ 本 ）

個 人 個 人 ＋ 団 体個 人 ＋ 団 体

合 計
団 体

一般書 児童書

5,301 1,099

5,307 966
5,688 1,045
6,275 1,351
4,340

22５月

６月

月

４月 24

99
1182,961

2,60128 113

１日平均

107

91
97

35
2,481

51

団 体

22１月

１２月 275

24
23 295

2,386
2,278

432

1681,187
385

1,856
1,78320

利用回数（回）

会 議 室

文 化 ホ ー ル

1,096  
108  

1,749  

区 分 利用人数（人）

130  
10,061  

計

視 聴 覚 室

313  
75  

12,906  



決算額（千円）区 分

またビデオの視聴も子どもを中心におおいに利用され、年間で館内利用９８１件

貸出１，１１１本となった。（平成２３年度ビデオストック数１，８８１本）

＜６ 人権教育費 ＞ 54,125
【 １ 人権教育総務費 】 47,192
１．人権教育総務費 ５，２７３千円

人権教育を推進するためさまざまな研修・研究会に参加し認識を深めた。

２．奈良県人権教育推進協議会費 ５３千円

県内の機関・団体が加入し、人権問題の解決に向けた取り組みを行い、強い

連携のもと人権教育の推進に努めた。

３．奈良県人権教育研究会費 １０千円

さまざまな人権問題について教育の実践を進め、研究大会、学習会に参加し

現状の認識を深めた。

４．奈良県外国人教育研究会費 ７千円

多文化共生社会の実現をめざし、県外教事業や各校・園・所での実践を進めた。

５．人権センター費 １，８５３千円

人権が尊重される社会の実現と「人権のまちづくり」を推進し、教育と啓発の

拠点として設立され、その管理、運営を行った。

【 ２ 人権教育推進費 】 4,075
１．人権教育推進費 ３，３０５千円

全ての市民に対して、同和問題をはじめとするさまざまな人権問題について正

しい理解と認識を培うべく種々の事業を行った。

２．市民集会費 ２６１千円

第３８回「差別をなくす市民集会」の開催

テーマ「人権・共生の２１世紀の創造を」

　　～きずこう共生社会ひろげよう人権文化～

参加者：３２２人

３．平和を考える集い費 ５７千円

「人権と平和を考える集い」今、あらためて平和を考える

参加者：児童６４人　保護者１１人

４．ふれあい人権セミナー費 １４０千円

今日的な人権問題とわたしたちの課題についてテーマを設定し連続講座形式で行った。

項目 開館日数

月 （日） 貸出数 １日平均 申込件数 人数 １日平均

４月 24  173  7  129  164  7  
５月 22  128  6  78  93  4  
６月 25  101  4  75  94  4  
７月 25  98  4  122  152  6  
８月 25  125  5  152  194  8  
９月 23  89  4  67  77  3  
１０月 24  97  4  82  98  4  
１１月 22  65  3  87  98  4  
１２月 18  48  3  54  69  4  
１月 22  76  3  39  50  2  
２月 13  31  2  29  38  3  
３月 25  80  3  67  88  4  
合　計 268  1,111  4  981  1,215  5  

館内視聴（人）貸出（本）



決算額（千円）区 分

年６回開催　参加者：延１９３人

５．人権教育推進者養成講座費 ４０千円

「今後の人権問題の教育啓発の課題」「御所市の歴史から学ぶ」

参加者：４６人

６．地区別学習会費 ２２２千円

７校区２１地区　全参加者：７９８人

７．校・園人権教育懇談会費 ４０千円

自尊感情豊かな子どもの育成のための懇談会を行った。

葛城小学校４会場　　大正中学校６会場

参加者：２０８人

８．人権教育研修会費 １０千円

人権教育を基盤に据えた学校づくりを図るため、人権教育推進教員のその任務内容

と人権教育推進上の課題について研修し相互交流を図った。

参加者：８２人

【 ３ 学校教育推進費 】 2,392
１．学校教育推進費 ２，３９２千円

（１）人権教育副読本無償配布事業 １１２千円

中学校用「なかま」　 ２３４冊

（２）高等学校入学支度金奨励事業 ６６０千円

教育の機会均等に基づき、勉学の意欲がありながら、経済的な理由で

修学が困難な生徒の高等学校への進学を容易にすることを目的として、

この支度金を給付する（支度金給付説明会を実施）

（３）坂本奨学金給付事業 １，６２０千円

「勉学の意欲がありながら経済的理由で修学困難な学生の進路保障に

役立ててほしい」と寄附金を受け、これを元に奨学基金を設置し、交付規

則に基づき、当該学生に対して給付を行った

【 ４ 子ども人権学習推進費 】 466
子どもの人権意識の向上と子どもを中心として、家庭・地域の教育力の向上を

目指し、自他を大切にしようとする力を培う事業

１．地域ふれあい活動体験事業費 ４６６千円

大正中校区

＜７ 保健体育費 ＞ 154,248
【 １ 保健体育総務費 】 28,915
１．保健体育総務費 ４，６２５千円

（１）国際・全国大会等参加激励 ９６５千円

対象：２３件

7  420  
金額（千円）

240  
9  660  
2  

60千円高等学校入学
支度金

給付額（１人あたり） 人数（人）

120千円
公 立

私 立

支度金区分

計

人数

5人
3人大学生（短大生含む）

高校生

区分

900千円  
720千円  

金額給付額（１人あたり）

180,000  円
240,000  円



決算額（千円）区 分

２．市民体育祭費 ８０６千円

実施日：平成２３年１０月２日　参加人数：１，５００人

３．県民体育大会補助事業費 ３２１千円

実施日：平成２３年７月３日・１０日　参加人数：１５６人

４．市町村対抗子ども駅伝大会事業費 １７２千円

実施日：平成２４年３月３日　参加人数：１４人

５．健康診断等実施費 ９，７１６千円

【 ２ 保健体育施設費 】 60,405
１．市民運動公園費 １５，９８３千円

利用状況

２．その他の体育施設費 ４１，６５４千円

利用状況 （単位：件）

（１）市民運動場改修事業 ３９，５３５千円

項目

月

30  

31  
30  

31  
30  
31  

28  

22  

計 96  227  312  
31  21  

健民運動場

362  

30  

31  
28  

18  

25  

33  

１０月

22  30  
20  24  

13  

11  
６月

14  
24  

0  ３月

31  22  

13  １１月

0  
2  １２月

28  19  

２月 0  
１月

11  

14  
16  

7  

８月

市民
運動場

９月

7  

５月

４月 25  

７月

8  
10  

13  

テニス場

38  

中央コート
グラウンド

24  

18  
22  

27  

34  

項目

月

計

１２月

１月

２月

３月

８月

９月

１０月

１１月

４月

５月

６月

７月

1  
17  

0  

市民運動公園

テニス場

1  
1  5  

3  24  

第２
グラウンド

13  
11  3  

第１
グラウンド

4  

0  

2  

3  
5  
2  

4  
0  
3  

10  
12  
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決算額（千円）区 分

３．きめ細かな交付金事業費＜繰越分＞ ２，７６８千円

（１）市民運動公園給水管敷設工事 ２，７６８千円

【 ３ 学校給食センター費 】 64,928

2,969,734
＜１ 公債費 ＞ 2,969,734
【 １ 元金 】 2,565,208
１．元金 ２，５６５，２０８千円

（１）長期債元金償還金 １，９１６，４２５千円

（２）繰上償還金 ６４８，７８３千円

　分譲宅地売払いに伴うもの １５，３５３千円　

　住宅三資金繰上返済に伴うもの ５８８千円　

　南都銀行への繰上償還 ６３２，８４２千円　

【 ２ 利子 】 404,526
１．利子 ４０４，５２６千円

（１）長期債利子償還金 ４０４，４８９千円

（２）一時借入金利子 ３７千円

146,256
＜１ 繰上充用金 ＞ 146,256
【 １ 繰上充用金 】 146,256
１．前年度繰上充用金 １４６，２５６千円

11 公 債 費

12 繰 上 充 用 金



Ⅰ　借入先別

（単位：千円）

平成22年度末 平 成 23 年 度 差 引 現 在 高

現 在 高 （Ａ） 発行額（Ｂ） 元 金 （Ｃ） 利 子 （Ａ）+（Ｂ）-（Ｃ）

11,293,365 62,800 1,062,773 257,069 10,293,392

88,627 0 8,995 1,501 79,632

940,800 0 185,166 27,194 755,634

2,149,631 500,100 99,736 31,234 2,549,995

4,635,775 0 1,184,215 85,879 3,451,560

105,400 0 18,102 1,516 87,298

1,570,000 500,000 0 0 2,070,000

8,150 1,400 371 26 9,179

9,850 0 5,850 70 4,000

20,801,598 1,064,300 2,565,208 404,489 19,300,690

国 等 予 算 貸 付

平 成 23 年 度 元 利 償 還 額

財 務 省
（旧 資 金 運 用 部 を含 む ）

奈 良 県 農 業 協 同 組 合

借 入 先 区 分

奈 良 県 市 町 村 振 興 協 会

計

地方債残高と償還状況

日本郵政公社（郵貯資金）

奈 良 県

日本郵政公社（簡保資金）

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

南 都 銀 行



Ⅱ　目的別
（単位：千円）

平成22年度末 平成 23年度 差 引 現 在 高

現在高（Ａ） 発行額（Ｂ） 元 金 （Ｃ） 利 子 （Ａ）+（Ｂ）-（Ｃ）

1． 14,663,878 294,800 2,014,519 311,008 12,944,159

213,413 0 38,486 2,735 174,927

1,532,267 192,200 277,199 27,283 1,447,268

391,092 0 127,619 11,878 263,473

829,642 0 70,448 17,376 759,194

388,456 0 46,099 10,963 342,357

9,185,323 102,600 935,571 211,210 8,352,352

69,132 0 29,068 1,699 40,064

20,673 0 3,583 253 17,090

38,300 0 0 0 38,300

132,794 0 17,714 2,012 115,080

15,070 0 8,018 179 7,052

273,782 0 73,667 4,175 200,115

32,787 0 6,893 979 25,894

201,535 0 43,939 4,854 157,596

222,133 0 134,829 2,411 87,304

573,684 0 163,908 8,122 409,776

56,832 0 12,628 1,073 44,204

161,993 0 16,881 2,992 145,112

324,970 0 7,969 814 317,001

2． 6,960 0 877 70 6,083

6,960 0 877 70 6,083

3． 6,130,760 769,500 549,812 93,411 6,350,448

129,000 0 0 0 129,000

81,302 0 2,632 1,489 78,670

530,295 0 82,090 7,091 448,205

74,025 0 10,631 1,489 63,394

3,661,306 769,500 419,377 46,498 4,011,429

1,654,832 0 35,082 36,844 1,619,750

20,801,598 1,064,300 2,565,208 404,489 19,300,690

退 職 手 当 債

住 宅 新 築 資 金 等

目 的 別 区 分

い き い き ライ フセ ン ター

庁 舎

土 木

市 町 村 振 興 資 金

減 収 補 て ん 債

減 税 補 て ん 債

計

そ の 他

そ の 他

災 害 復 旧 費

臨 時 税 収 補 て ん 債

臨 時 財 政 対 策 債

同 和 対 策

葛 城 公 園

ア ザ レ ア ホ ー ル

共 同 浴 場

児 童 館

消 防 施 設

保 育 所

平 成 23 年 度 元 利 償 還 額

市 営 住 宅

小 集 落 地 区 改 良

ク リ ー ン セ ン タ ー

清 掃 運 搬 施 設

普 通 債

農 林

市 民 運 動 公 園

土 木

教 育





　平成２３年度も収支両面にわたる基本的な取り組みを積極的に展開しながら、より一層被保険者への安定し

た保険給付と健全な国民健康保険財政を目指して事業運営に取り組んできたところであります。

　こうした中、歳入につきましては、共同事業交付金や繰入金等は増加しましたが、前期高齢者交付金、保険

税等の減少により、決算額が３６億９５９１万円となり、前年度と比べて１１７６万４千円、０．３％の減となって

おります。

　今後も引き続き収納率向上特別対策事業等の取り組みを強化し、国民健康保険財政の要であります国民健

康保険税の収納率向上により財源確保を図るため、鋭意努力を重ねる所存であります。

　歳出につきましては、総務費、老人保健拠出金等が減少しましたが後期高齢者支援金、介護納付金等の増

加により、決算額が３８億７６８９万円となり、前年度と比べて４８７３万円、１．３％の増となっております。

　以上、歳入歳出の概要について説明しましたが、歳入歳出差引額は１億８０９８万円の赤字となりました。

　健全な財政運営を図ることは、被保険者への安定した保険給付に結びつくことから、本年度決算状況を受け

今後も引き続き、収納率の向上、医療費の適正化等収支両面にわたる運営に努力をし、赤字解消を図る所存

であります。

（１） ３，６９５，９１０千円

（２） ３，８７６，８９０千円

（３） △１８０，９８０千円

（４） ０千円

（５） △１８０，９８０千円実 質 収 支 額

平成２３年度国民健康保険事業特別会計決算の概要

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

翌年度へ繰越すべき財源



                                                                                                  
款別歳入決算額の状況

款 名

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度 対 前 年 度
増減率

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

１．国 民 健 康 保 険 税 681,649 18.4 737,388 19.9 △ 55,739 △ 7.6

２．使 用 料 及 び 手 数 料 155 0.0 152 0.0 3 2.0

３．国 庫 支 出 金 1,148,996 31.1 1,121,049 30.2 27,947 2.5

４．療 養 給 付 費 交 付 金 94,315 2.6 83,652 2.3 10,663 12.7

５．前 期 高 齢 者 交 付 金 873,621 23.6 980,688 26.4 △ 107,067 △ 10.9

６．県 支 出 金 189,728 5.1 167,079 4.5 22,649 13.6

７．共 同 事 業 交 付 金 475,902 12.9 419,302 11.3 56,600 13.5

８．繰 入 金 229,557 6.2 191,549 5.2 38,008 19.8

９．諸 収 入 1,987 0.1 6,815 0.2 △ 4,828 △ 70.8

歳 入 合 計 3,695,910 100.0 3,707,674 100.0 △ 11,764 △ 0.3

款別歳出決算額の状況

款 名

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度 対 前 年 度
増減率

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

１．総 務 費 62,841 1.6 68,121 1.8 △ 5,280 △ 7.8

２．保 険 給 付 費 2,565,765 66.2 2,556,074 66.8 9,691 0.4

３．老 人 保 健 拠 出 金 1,005 0.0 6,587 0.2 △ 5,582 △ 84.7

４．共 同 事 業 拠 出 金 412,973 10.7 411,412 10.7 1,561 0.4

５．前期高齢者納付金等 1,298 0.0 702 0.0 596 84.9

６．後期高齢者支援金等 438,008 11.3 405,037 10.6 32,971 8.1

７．介 護 納 付 金 195,099 5.0 178,090 4.6 17,009 9.6

８．保 健 事 業 費 25,358 0.7 19,457 0.5 5,901 30.3

９．公 債 費 0 0.0 275 0.0 △ 275 　皆　減

１０．諸 支 出 金 54,057 1.4 17,825 0.5 36,232 203.3

１２．繰 上 充 用 金 120,486 3.1 164,580 4.3 △ 44,094 △ 26.8

歳 出 合 計 3,876,890 100.0 3,828,160 100.0 48,730 1.3



決算額（千円）

62,841
＜１ 総務管理費 ＞ 57,588
【 １ 一般管理費 】 54,274
１．一般管理費（人件費含む） ５４，２７４千円

（１）レセプト点検業務に要した費用 １，７５７千円

【 ２ 連合会負担金 】 3,314
１．連合会負担金 ３，３１４千円

（１）国保連合会事務費負担 ２，３９５千円

＜２ 徴税費 ＞ 5,233
【 １ 賦課徴収費 】 1,733
１．賦課費 ７３９千円

２．徴収費 ９９４千円

【 ２ 特別対策事業費 】 3,500
１．特別対策事業費 ３，５００千円

（１）滞納整理支援システムにかかる経費 ２，２５２千円

国保税収納率向上特別対策事業の一環として滞納整理支援システム

を活用し、収納率向上を図った。

＜３ 運営協議会費 ＞ 20
【 １ 運営協議会費 】 20
１．運営協議会費 ２０千円

（１）都市国保運営協議会負担 ２０千円

2,565,765
＜１ 療養諸費 ＞ 2,265,642
【 １ 一般被保険者療養給付費 】 2,137,909
【 ２ 退職被保険者等療養給付費 】 77,919
【 ３ 一般被保険者療養費 】 38,814
【 ４ 退職被保険者等療養費 】 1,459
【 ５ 審査支払手数料 】 9,541

【参考】 （単位：千円）

※本表の数値は事業年報及び退職者医療事業年報による。

2 保 険 給 付 費

1 総 務 費

区 分

計

111,397
(5,922件)

53,170
(258件)

種 目
（件数）

費用額

療

養

費

一 般
被保 険者

退職 者等
被保 険者

2,084

一 般
被保 険者

退職 者等
被保 険者

療
養
給
付
費

(116,025件)
2,933,098

143,566

個 人
負担 額等

795,543

33,478

38,814

市 負 担 額

(121,947件)
2,176,369

77,919
(4,182件)

2,137,555

1,459

2,986,268
939,109

625

一 般
被保 険者

退職 者等
被保 険者 34,103

113,481
79,378

(4,440件)



決算額（千円）区 分

【参考】

＜２ 高額療養費 ＞ 282,509
【 １ 一般被保険者高額療養費 】 270,951
【 ２ 退職被保険者等高額療養費 】 11,558
＜３ 出産育児諸費 ＞ 16,024
【 １ 出産育児一時金 】 16,017
１．出産育児一時金 １６，０１７千円

出産育児一時金の状況

【 ２ 支払手数料 】 7
＜４ 葬祭諸費 ＞ 1,590
【 １ 葬祭諸費 】 1,590
１．葬祭費 １，５９０千円

葬祭費の状況

1,005
＜１ 老人保健拠出金 ＞ 1,005
【 １ 老人保健医療費拠出金 】 978
１．老人保健医療費拠出金 ９７８千円

老人医療に要する経費として拠出した。

【 ２ 老人保健事務費拠出金 】 27
１．老人保健事務費拠出金 ２７千円

市町村に代わり審査支払の事務の執行に要する経費並びに社会保険診療報酬

支払基金における保険者拠出金の徴収及び市町村に対する交付金の事務処理

に要する費用に充てられる経費として拠出した。

412,973
＜１ 共同事業拠出金 ＞ 412,973
【 １ 共同事業医療費拠出金 】 80,694
１．高額医療共同事業拠出金 ８０，６９４千円

高額医療費共同事業医療費に要した経費に対して拠出した。

【 ２ その他の共同事業拠出金 】 1

3 老 人 保 健 拠 出 金

4 共 同 事 業 拠 出 金

平成21年度 平成22年度 平成23年度
（世帯） 5,272  5,247  5,161  
（人） 9,593  9,395  9,208  
（人） 393  383  312  
（％） 1,265.5  1,287.1  1,281.4  
（円） 298,041  316,744  325,604  
（円） 217,014  230,620  236,948  

一 人 当 た り 療 養 給 付 費

一人当たり療養諸費市負担金

退 職 者
平均被保険
者 数

受 診 率

区 分

平 均 世 帯 数

一 般

支給件数

2件
37件

１件 当 りの 支 給 額

390,000円 
420,000円 

支給件数

53件

１件 当 りの 支 給 額

30,000円 



決算額（千円）区 分

１．その他共同事業拠出金 １千円

（１）退職者医療受給権者リスト送付拠出金 １千円

【 ３ 保険財政安定化事業拠出金 】 332,278
１．保険財政安定化事業拠出金 ３３２，２７８千円

市町村における保険財政の安定化に向けての共助事業に係る拠出金

1,298
＜１ 前期高齢者納付金等 ＞ 1,298
【 １ 前期高齢者納付金 】 1,256
１．前期高齢者納付金 １，２５６千円

前期高齢者（６５歳以上７５歳未満の高齢者が対象）が、国民健康保険に

多く加入していることによる保険者間の負担の不均衡を各保険者の加入

者数に応じて調整するという前期高齢者医療制度への納付金。

【 ２ 前期高齢者関係事務費拠出金 】 42

438,008
＜１ 後期高齢者支援金等 ＞ 438,008
【 １ 後期高齢者支援金 】 437,965
１．後期高齢者支援金 ４３７，９６５千円

後期高齢者医療制度（７５歳以上の高齢者が対象）へ、各保険者が負担する支援金

【 ２ 後期高齢者関係事務費拠出金 】 43

195,099
＜１ 介護納付金 ＞ 195,099
【 １ 介護納付金 】 195,099

25,358
＜１ 保健事業費 ＞ 6,571
【 １ 保健衛生普及費 】 6,571
１．保健衛生普及費 ６，５７１千円

（１）健康診査委託 ４，７４０千円

市内の医療機関に対して人間ドック・脳ドックの検査委託を行い、

医療費の抑制に努めた。

（２）健康診査助成 １３０千円

市外医療機関にて人間ドック・脳ドックの検査を行った方に対し、

検査費用の助成を行い医療費の抑制に努めた。

＜２ 特定健康診査等事業費 ＞ 18,787
【 １ 特定健康診査等事業費 】 18,787
１．特定健康診査等事業費 １８，７８７千円

（１）特定健診等負担 １１，６２０千円

8 保 健 事 業 費

7 介 護 納 付 金

5 前 期 高 齢 者 納 付 金 等

6 後 期 高 齢 者 支 援 金 等

市内 市外

人間ドック 91 人 4 人
脳ドック 89 人 1 人



決算額（千円）区 分

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき実施した特定

健康診査、特定保健指導に係る負担金

実施状況は以下のとおり。

54,057
＜１ 償還金及び還付加算金 ＞ 53,898
【 1 一般被保険者保険税還付金 】 2,474
１．一般被保険者保険税還付金 ２，４７４千円

（１）国保税過誤納返還金 ４７千円

（２）国保税過誤納還付金 ２，４２７千円

【 ２ 償還金 】 51,424
１．償還金 ５１，４２４千円

（１）国庫返還金 ５１，２４０千円

（２）県費返還金 １８４千円

＜２ 療養費等指定公費立替金 ＞ 159
【 1 療養費等指定公費立替金 】 159
１．療養費 １５９千円

120,486
＜１ 繰上充用金 ＞ 120,486
【 1 繰上充用金 】 120,486

1．前年度繰上充用金 １２０，４８６千円

10 諸 支 出 金

12 繰 上 充 用 金

事業種別 区分 平成21年度 平成22年度 平成23年度
対象者数 6,481 人 6,288 人 6,283 人
受診者数 1,191 人 1,309 人 1,669 人
受診率 18.4% 20.8% 26.6%
対象者数 204 人 203 人 237 人
終了者数 124 人 89 人 61 人
終了率 60.8% 43.8% 25.7%

※「平成23年度」の数値は平成24年7月末の速報値である。

特 定
健康診査

特 定
保健指導



　学校給食は、児童生徒に栄養バランスのとれた食事を提供するだけでなく、正しい食習慣の形成を図る

とともに、好ましい人間関係の育成に極めて大きな意義を有しており、健康教育の一環として重要な役割

を担っております。

　今後も学校給食の食事内容を充実・改善し、よりよい学校給食を進めるために鋭意努力していく所存で

あります。また、給食費負担金の徴収については完納に向けて取り組んでいきたいと考えております。

　本年度の決算状況は次のとおりであります。

（１） ８９，６０４千円

（２） ８９，７５４千円

（３） △１５０千円

（４） ０千円

（５） △１５０千円実 質 収 支 額

平成２３年度学校給食費特別会計決算の概要

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

翌年度へ繰越すべき財源



款別歳入決算額の状況

款 名

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度 対 前 年 度
増減率

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

１．負 担 金 89,604 100.0 94,141 100.0 △ 4,537 △ 4.8

歳 入 合 計 89,604 100.0 94,141 100.0 △ 4,537 △ 4.8

款別歳出決算額の状況

款 名

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度 対 前 年 度
増減率

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

１．給 食 費 89,480 99.7 93,789 99.3 △ 4,309 △ 4.6

２．繰 上 充 用 金 274 0.3 626 0.7 △ 352 △ 56.2

歳 出 合 計 89,754 100.0 94,415 100.0 △ 4,661 △ 4.9



決算額（千円）

89,480
＜１ 給食費 ＞ 89,480
【 １ 給食費 】 89,480
１．給食材料費 ８９，４８０千円

（１）学校給食費の推移

（単位：円）

（単位：円）

※幼稚園については平成１１年度より実施

（２）給食人員等に関する調べ

上段（　）は対象者数・下段総食数

274
＜１ 繰上充用金 ＞ 274
【 １ 繰上充用金 】 274
１．前年度繰上充用金 ２７４千円

1 給 食 費

2 繰 上 充 用 金

区 分

区　分
施行年月日 ５６．４．１ ５９．４．１ 元．４．１ ８．４．１

2,800 3,100 3,200 3,400
3,100 3,400 3,500 3,700

小　学　校

中　学　校

幼　稚　園

区分
施行年月日 １１．４．１ １２．４．１

3,400 3,700
3,700 4,100
3,000 3,200

中　学　校

小　学　校

幼　稚　園

項目

区分 児童・生徒 職員 その他 計

(1,206) (130) (262) (1,598)

201,617 22,703 299 224,619

(671) (93) (34) (798)

106,228 15,429 102 121,759

(18) (3) (15) (36)

2,456 408 58 2,922

(25) (25)

4,269 4,269

(1,895) (251) (311) (2,457)

310,301 42,809 459 353,569

中学校 34,398

幼稚園 756

給食実施総人員（人）・延食数（食） 給食費負担額
（千円）

小学校 53,234

給食センター 977

計 89,365





　昭和４２年の開設以来、国民宿舎葛城高原ロッジは四季を通じて親しまれ、春のつつじシーズンは多くの観

光客が訪れ、夏は納涼、秋にはススキの大海原が、冬は樹氷と訪れる人々を魅了してまいりました。

　平成２３年度決算につきましては、登山道「櫛羅の滝コース」が復旧したことにより、登山客増加によるロッジ

利用者の増加を期待しましたが、利用者数はほぼ横ばいで、大きな成果を上げるまでには至りませんでした。

　今後は季節ごとのキャンペーンなどでロッジへの誘客を強化するとともに、経費の節減にも努めてまいり

ます。

　本年度の決算状況は次のとおりであります。

（１） ９４，１４８千円

（２） ９３，５２８千円

（３） ６２０千円

（４） ０千円

（５） ６２０千円実 質 収 支 額

平成２３年度国民宿舎葛城高原ロッジ特別会計決算の概要

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

翌年度へ繰越すべき財源



款別歳入決算額の状況

款 名

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度 対 前 年 度
増減率

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

１．使 用 料 81,376 86.4 79,300 86.9 2,076 2.6

２．諸 収 入 12,252 13.0 11,241 12.3 1,011 9.0

３．繰 越 金 520 0.6 750 0.8 △ 230 △ 30.7

歳 入 合 計 94,148 100.0 91,291 100.0 2,857 3.1

款別歳出決算額の状況

款 名

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度 対 前 年 度
増減率

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

１．総 務 費 66,487 71.1 64,833 71.4 1,654 2.6

２．事 業 費 27,041 28.9 25,938 28.6 1,103 4.3

歳 出 合 計 93,528 100.0 90,771 100.0 2,757 3.0



決算額（千円）

66,487
＜１ 総務管理費 ＞ 66,487
【 １ 一般管理費 】 66,487
１．国民宿舎管理運営費 ６６，４８７千円

国民宿舎葛城高原ロッジの管理運営に要した人件費。

27,041
＜１ 事業費 ＞ 27,041
【 １ 事業費 】 27,041
１．国民宿舎事業費 ２７，０４１千円

国民宿舎葛城高原ロッジの管理運営に要した人件費以外の経費。

（１）年度別利用状況 （単位：人）

（２）平成２３年度月別利用状況 （単位：人）

（単位：人）

区 分

1 総 務 費

2 事 業 費

区分
年度 平成19年度

5,121  

休憩利用者

4,529  

平成22年度

4,618  

平成21年度

4,530  

4,328  4,498  4,513  4,557  

平成23年度

4,579  

平成20年度

4,668  宿泊利用者

区分
月

180  448  487  338  

115  168  191  269  

４ ５

休憩利用者 1,010  

328  

７ ９

185  

737  宿泊利用者

８６

区分
月

休憩利用者 455  516  321  497  542  288  

327  

１

349  371  305  

２

宿泊利用者

１０ １１

370  339  

１２ ３





平成２３年度下水道事業特別会計決算の概要

御所市では、生活排水による水質汚濁の防止と、生活環境及び公衆衛生の向上を目的に、昭和５８

年から公共下水道を整備しているところであります。

公共下水道により生活排水を処理することで、側溝から蚊やハエの発生を防ぎ、また臭気をなくし、

生活環境の向上を図っています。

さらに、本市の公共下水道は、葛城川・曽我川等の大和川上流流域の河川及び閉鎖性が高い大阪

湾・瀬戸内海の公共用水域の汚濁負荷量及び栄養塩類の削減に寄与する都市基盤施設であります。

平成２３年度は、平成２２年度に引き続き、櫛羅・東松本（葛城台）地区・御所（大広町）地区・蛇穴地

区・戸毛地区等の一部において公共下水道の幹線及び末端管路の整備を行ない、供用を開始しました。

本年度の決算状況は次のとおりであります。

（１）歳 入 ７８１，９３４千円総 額

（２）歳 出 ７８１，６９３千円総 額

（３）歳 入 歳 出 差 　２４１千円引 額

（４）翌年度へ繰越すべき財源 　２４１千円

（５）実 質 収 支 額 ０千円



款別歳入決算額の状況

款 名

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度 対 前 年 度
増減率

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

１．分 担 金 及 び 負 担 金 10,850 1.4 9,170 1.2 1,680 18.3

２．使 用 料 及 び 手 数 料 86,124 11.0 85,224 11.2 900 1.1

３．国 庫 支 出 金 109,300 14.0 96,254 12.7 13,046 13.6

４．繰 入 金 411,860 52.7 424,637 55.9 △ 12,777 △ 3.0

５．諸 収 入 14 0.0 142 0.0 △ 128 △ 90.1

６．市 債 160,200 20.5 137,000 18.0 23,200 16.9

７．繰 越 金 300 0.0 7,499 1.0 △ 7,199 △ 96.0

８．県 支 出 金 3,286 0.4 0 0.0 3,286 　皆　増

歳 入 合 計 781,934 100.0 759,926 100.0 22,008 2.9

款別歳出決算額の状況

款 名

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度 対 前 年 度
増減率

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

１．下 水 道 事 業 費 344,063 44.0 310,504 40.9 33,559 10.8

２．公 債 費 437,630 56.0 449,122 59.1 △ 11,492 △ 2.6

歳 出 合 計 781,693 100.0 759,626 100.0 22,067 2.9



下水道事業進捗状況

S58～H22年度 H23年度 進捗率

Ａ Ｂ ％

工事延長（ｍ） 420,518.00 67,439.68 1,458.00 68,897.68 16.38 351,620.32

整備面積（ha） 3,125.25 301.60 6.54 308.14 9.85 2,817.11

S58～H22年度 H23年度 進捗率

Ａ Ｂ ％

工事延長（ｍ） 117,200.00 67,439.68 1,458.00 68,897.68 58.78 48,302.32

整備面積（ha） 475.90 301.60 6.54 308.14 64.74 167.76

公共下水道加入状況

残事業全体計画 Ａ＋Ｂ

Ａ＋Ｂ 残事業事業認可区域

S58～H22年度Ａ H23年度　Ｂ Ａ＋Ｂ

（ha） 291.35 6.54 297.89
供 用 戸 数 （ 戸 ） Ａ 4,348 97 4,445
下 水 道 加 入 戸 数 （戸 ） Ｂ 2,683 134 2,817
加 入 率 （ ％ ） B/A 61.70 63.37
供 用 人 口 （ 人 ） Ｃ 13,979 237 14,216
下 水 道 加 入 人 口 （人 ） Ｄ 8,023 318 8,341
加 入 率 （ ％ ） D/C 57.39 58.67

Ｅ 217 1 218
Ｆ 95 17 112

43.78 51.38

供 用 面 積
一

般

家

庭

戸
　
数

人
　
口

会

社

等

供用事業所数（ヶ所）

下水道加入事業所数（ヶ所）

加入率（％）F/E



決算額（千 円）

344,063
＜１ 下水道事業費 ＞ 344,063

【 １ 下水道総務費 】 5,528

１．下水道総務費 ２，２０６千円

下水道に関する調査研究・規格の制定と検査、啓発活動等に要する費用。

（１）下水道事業に係る消費税 ２，０５５千円

【 ２ 下水道維持費 】 49,680

１．下水道維持費 ４９，６８０千円

大和川流域下水道維持管理費等負担金及び委託料等に要した経費。

（１）流域下水道維持管理等市町村負担 ４３，６３９千円

（２）下水道使用料徴収委託 ３，７４８千円

【 ３ 下水道事業費 】 206,520

１．公共下水道事業費（人件費含む） ７６，６９６千円

（１）実施状況 （単位：千円）

事業費には、工事費を始めとして測量設計費、補償費、事務費を含んでいる。

（２）翌年度繰越事業 （単位：千円）

事業費には、工事費を始めとして測量設計費、補償費、事務費を含んでいる。

２．公共下水道事業費＜繰越分＞ １２９，８２４千円

（１）実施状況 （単位：千円）

事業費には、工事費を始めとして測量設計費、補償費、事務費を含んでいる。

【 ４ 特定環境保全公共下水道事業費 】 60,472

１．特定環境保全公共下水道事業費（人件費含む） １８，３３４千円

（１）実施状況 （単位：千円）

事業費には、工事費を始めとして測量設計費、補償費、事務費を含んでいる。

（２）翌年度繰越事業 （単位：千円）

事業費には、工事費を始めとして測量試験費、補償費、事務費を含んでいる。

区 分

1 下 水 道 事 業 費

国庫支出金 地 方 債 繰 入 金

蛇穴 Ｌ＝227m　Φ200

櫛羅 Ｌ＝153m　Φ200

大広町 Ｌ＝117m　Φ200

76,696 26,552 32,700 17,444

事 業 費
財 源 内 訳

施 工 箇 所 事 業 内 容

国庫支出金 地 方 債 繰 入 金

櫛羅 Ｌ＝153m　Φ200

大広町 Ｌ＝117m　Φ200

事 業 費
財 源 内 訳

施 工 箇 所 事 業 内 容

62,000 29,658 32,200 142

国庫支出金 地 方 債 繰 入 金

本馬 Ｌ＝325m　Φ200 18,334 948 5,700 11,686

事 業 内 容 事 業 費
財 源 内 訳

施 工 箇 所

国庫支出金 地 方 債 繰 入 金

戸毛 Ｌ＝168m　Φ200～300 55,700 25,301 30,300 99

施 工 箇 所 事 業 内 容 事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 地 方 債 繰 入 金

蛇穴 Ｌ＝326m　Φ200～250

葛城台 Ｌ＝359m　Φ200

大広町 Ｌ＝299m　Φ200～300

68,500 64

財 源 内 訳
事 業 費

129,824 61,260

施 工 箇 所 事 業 内 容



決算額（千 円）区 分

２．特定環境保全公共下水道事業費＜繰越分＞ ４２，１３８千円

（１）実施状況 （単位：千円）

事業費には、工事費を始めとして測量設計費、補償費、事務費を含んでいる。

【 ５ 流域下水道事業費 】 21,863

１．流域下水道事業費 ２１，８６３千円

（１）流域下水道負担 ２１，８６３千円

（流域下水道事業費１，３７２，３７０千円－国庫負担金６８３，９７０千円）

×１／２＝市町村負担金３４４，２００千円

流域下水道事業費負担金（御所市負担率６．３５２％）　２１，８６３千円

437,630
＜１ 公債費 ＞ 437,630

【 １ 元金 】 308,304

１．元金 ３０８，３０４千円

（１）長期債元金償還金 ３０８，３０４千円

【 ２ 利子 】 129,326

１．利子 １２９，３２６千円

（１）長期債利子償還金 １２９，０７４千円

（２）起債前借利子 ２５２千円

2 公 債 費

国庫支出金 地 方 債 繰 入 金

戸毛 Ｌ＝235m　Φ200～300 42,138 20,540 21,500 98

施 工 箇 所 事 業 内 容 事 業 費
財 源 内 訳



Ⅰ　借入先別
（単位：千円）

平成22年度末 平成 23年度 差 引 現 在 高

現在高（Ａ）発行額（Ｂ） 元 金 （Ｃ） 利 子 （Ａ）+（Ｂ）-（Ｃ）

2,011,634 21,500 78,901 49,764 1,954,233

904,786 0 43,326 26,398 861,460

2,223,945 128,700 146,091 46,938 2,206,554

362,454 10,000 39,986 6,226 332,468

5,502,819 160,200 308,304 129,326 5,354,715

Ⅱ　目的別
（単位：千円）

平成22年度末 平成 23年度 差 引 現 在 高

現在高（Ａ）発行額（Ｂ） 元 金 （Ｃ） 利 子 （Ａ）+（Ｂ）-（Ｃ）

3,691,516 101,200 176,401 90,027 3,616,315

704,034 21,800 59,115 19,508 666,719

930,588 27,200 29,549 17,351 928,239

127,407 0 42,161 1,450 85,246

49,274 10,000 1,078 990 58,196

5,502,819 160,200 308,304 129,326 5,354,715

借 入 先 区 分
平 成 23 年 度元 利償 還額

財務省（旧資金運用部を含む）

地方債在高と償還状況

平成 23 年 度元 利償 還額

公 共 下 水 道

流 域 下 水 道

日本郵政公社（簡保資金）

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

南 都 銀 行

計

特 環 公 共 下 水 道

資 本 費 平 準 化 債

計

目 的 別 区 分

下水道事業債（特別措置分）



平成１２年度から始まりました介護保険制度も本年度で１２年が経過しました。介護保険では利用者のニーズに

合ったサービス提供体制の整備等を３年毎に見直し、３年を１期として介護保険事業計画を策定し、本年度は第４

期事業計画の最後の年となっております。

こうした中、平成２３年度決算の概要と致しましては、介護サービスの給付費用が介護保険事業計画の９４．６４

％の給付率となり、うち施設サービスにおきましては９２．０８％、居宅サービスについては９７．０６％となっており

ます。

今後は、平成２４年度から平成２６年度までの３ヵ年対象の第５期介護保険事業計画の施策目標の実現に向け、

鋭意努力をいたす所存であります。

本年度の決算状況は次のとおりであります。

（１） ２，８４６，６１５千円

（２） ２，８２２，８１１千円

（３） ２３，８０４千円

（４） ５４６千円

（５） ２３，２５８千円

翌年度へ繰越すべき財源

実 質 収 支 額

平成２３年度介護保険事業特別会計決算の概要

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額



款別歳入決算額の状況

款 名

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度 対 前 年 度
増減率

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

１．介 護 保 険 料 443,972 15.6 441,780 16.8 2,192 0.5

２．使 用 料 及 び 手 数 料 38 0.0 16 0.0 22 137.5

３．国 庫 支 出 金 699,413 24.5 637,844 24.2 61,569 9.7

４．支 払 基 金 交 付 金 820,570 28.8 758,598 28.8 61,972 8.2

５．県 支 出 金 418,367 14.7 379,885 14.4 38,482 10.1

６．繰 入 金 454,556 16.0 382,575 14.5 71,981 18.8

７．諸 収 入 1,511 0.1 434 0.0 1,077 248.2

８．繰 越 金 8,188 0.3 34,364 1.3 △ 26,176 △ 76.2

歳 入 合 計 2,846,615 100.0 2,635,496 100.0 211,119 8.0

款別歳出決算額の状況

款 名

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度 対 前 年 度
増減率

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

１．総 務 費 66,400 2.4 62,986 2.4 3,414 5.4

２．保 険 給 付 費 2,701,933 95.7 2,496,481 95.0 205,452 8.2

３．地 域 支 援 事 業 費 43,100 1.5 42,801 1.6 299 0.7

４．基 金 積 立 金 42 0.0 3,872 0.2 △ 3,830 △ 98.9

５．諸 支 出 金 11,336 0.4 21,167 0.8 △ 9,831 △ 46.4

歳 出 合 計 2,822,811 100.0 2,627,307 100.0 195,504 7.4



決算額（千円）

66,400
＜１ 総務管理費 ＞ 40,457
【 １ 一般管理費 】 39,701
１．一般管理費（人件費含む） ３９，７０１千円

介護保険一般事務に要した経費

（１）翌年度繰越事業 （単位：千円）

【 ２ 連合会負担金 】 756
１．連合会負担金 ７５６千円

（１）国民健康保険団体連合会負担 ７２７千円

奈良県国保連合会に対し支出した負担金

＜２ 徴収費 ＞ 1,212
【 １ 賦課徴収費 】 1,212
１．賦課徴収費 １，２１２千円

保険料賦課徴収事務に要した経費

＜３ 介護認定審査会費 ＞ 23,414
【 １ 介護認定審査会費 】 2,685
１．介護認定審査会費 ２，６８５千円

要介護認定・要支援認定の審査判定業務に要した経費

【 ２ 認定調査等費 】 20,729
１．介護認定調査等費 １８，２０７千円

要介護認定の審査及び判定に用いられる訪問調査等に要した経費

2,701,933
＜１ 給付諸費 ＞ 2,701,933
【 １ 介護サービス等諸費 】 2,304,308

区 分

1 総 務 費

2 保 険 給 付 費

居宅介護サービス給付費

訪問通所サービス

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

福祉用具貸与

通所介護（デイサービス）

通所リハビリテーション（デイケア）

短期入所サービス

短期入所（ショートステイ）

短期入所老健

短期入所療養型施設

区 分 利用件数 給付金額（千円）

57

124,747

166,820

136,838

29,925

31,797

12,153

66,740

308,187

974,445

741,104
172,073

25,407

1件

1,894件

1,809件

1,398件

410件

20,371件

17,440件
4,633件

455件

833件

443件

4,599件

4,583件

事 業 名 事 業 費
財 源 内 訳

国 庫 支 出 金 その 他 特 財 一 般 財 源

546介護保険制度改正等に伴うシス
テム改修事業 3,360 2,814



決算額（千円）区 分

【 ２ 介護予防サービス等諸費 】 189,805

【 ３ 審査支払手数料 】 4,048
１．介護給付費請求書審査支払手数料 ４，０４８千円

対象：４２，６１４件

【 ４ 高額介護サービス等費 】 60,188
１．高額介護サービス等費 ６０，１８８千円

対象：５，５３０件

【 ５ 高額医療合算介護サービス等費 】 5,251
１．高額医療合算介護サービス等費 ５，２５１千円

対象：１９９件

【 ６ 特定入所者介護サービス等費 】 138,333
１．特定入所者介護サービス等費 １３８，３３３千円

介護予防サービス給付費

訪問通所サービス

訪問介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

福祉用具貸与

通所介護（デイサービス）

通所リハビリテーション（デイケア）

短期入所サービス

短期入所（ショートステイ）

短期入所療養型

その他サービス

居宅療養管理指導

特定入所者生活介護

地域密着型介護サービス給付費

介護予防福祉用具購入費

介護予防住宅改修費

介護予防サービス計画給付費（ケアプラン作成） 4,282件 18,056
合 計 10,320件 189,805

69件 1,568

91件 8,540

73件 7,637

8件 1,616

129件 7,983

56件 346

4件 106

25件 610

21件 504

1,595件 57,873

997件 41,759

17件 339

1,016件 8,059

74件 2,102

5,716件 151,432

2,017件 41,300

区 分 利用件数 給付金額（千円）

5,870件 160,025

その他サービス

居宅療養管理指導

特定入所者生活介護

地域密着型介護サービス給付費

施設介護サービス給付費

介護老人福祉施設（特養）

介護老人保健施設（老健）

介護療養型医療施設（療養型病床等）

居宅介護福祉用具購入費

居宅介護住宅改修費

居宅介護サービス計画給付費（ケアプラン作成）

合 計 33,949件 2,304,308

54,113

3,897

8,391

119,133

113,709

1,084,733

537,168

493,452

66,521

4,896

61,625

160件

150件

111件

8,385件

485件

4,447件

2,295件

1,992件

1,122件

788件

334件



決算額（千円）区 分

（１）特定入所者介護サービス １３８，２８１千円

対象：４，６３８件

（２）特定入所者介護予防サービス ５２千円

対象：１０件

43,100
＜１ 介護予防事業費 ＞ 9,682
【 １ 一次予防事業費 】 3,538
１．一次予防事業費 ３，５３８千円

活動的な状態にある高齢者を対象に生活機能の維持又は向上に向けた取り組みを行った。

一次予防参加者数：延１，３２２人

【 ２ 二次予防事業費 】 6,144
１．二次予防事業費 ６，１４４千円

生活機能が低下している恐れのある高齢者を把握し、生活機能の維持向上を目的とする

介護予防教室を行った。

二次予防事業対象者数：１，５０６人

＜２ 包括的支援事業費・任意事業費 ＞ 33,418
【 １ 介護予防ケアマネジメント事業費 】 4,528
１．介護予防ケアマネジメント事業費（人件費含む） ４，５２８千円

二次予防対象者のうち介護予防プログラム参加者数：８１人

【 ２ 総合相談事業費 】 11,758
１．総合相談事業費（人件費含む） １１，７５８千円

社会福祉の知識と援助技術を持って高齢者に関する様々な相談に応じる事業。

受付相談ケース数：　３０１件

【 ３ 権利擁護事業費 】 12
１．権利擁護事業費 １２千円

認知症等により自力で自身の権利を行使し難い高齢者を、地域で支えるべく啓発を行う事業。

啓発講座（認知症サポーター養成講座）実施回数：４回

【 ４ 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費 】 7,877
１．包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費（人件費含む） ７，８７７千円

介護支援専門員等の介護・福祉の従事者を支援する事業。

ケアマネージャー等の相談・支援の件数：３４件

虐待、認知症関係等の相談・支援：延３９１回

研修会等の会合：３回　参加者：９０人

【 ５ 任意事業費 】 9,119
１．任意事業費 ９，１１９千円

市の実情に応じて実施される高齢者支援事業。

（１）「食」の自立支援事業 ４，３６３千円

対象：７５件

（２）生きがいと健康づくり推進事業 ７６０千円

参加者：３３５人　延７，０５１人

（３）福祉用具・住宅改修支援 ８千円

対象：４世帯

3 地 域 支 援 事 業 費



決算額（千円）区 分

（４）在宅介護用品支援 ３，８１７千円

対象：８３世帯

【 ６ 包括的支援事業・任意事業総務費 】 124
１．包括的支援事業・任意事業総務費 １２４千円

42
＜１ 基金積立金 ＞ 42
【 １ 介護給付費準備基金積立金 】 42
１．介護給付費準備基金積立金 ４２千円

精算後の剰余金（基金利息を含む）の積立を行った。

【 ２ 介護従事者処遇改善臨時特例基金積立金 】 0
１．介護従事者処遇改善臨時特例基金積立金

基金利息（２８５円）の積立を行った。

11,336
＜１ 償還金及び還付加算金 ＞ 11,336
【 １ 第１号被保険者保険料還付金 】 20
１．過年度保険料払戻金 ２０千円

【 ２ 償還金 】 11,316
１．償還金 １１，３１６千円

（１）国庫返還 ４，９４２千円

（２）県費返還 ２，４７１千円

（３）支払基金交付金返還 ３，９０３千円

4 基 金 積 立 金

5 諸 支 出 金



　本年度の決算状況は次のとおりであります。

（１） ３２１，９２２千円

（２） ３２１，９２２千円

（３） 　０千円

（４） 　０千円

（５） ０千円

平成２３年度後期高齢者医療保険事業特別会計決算の概要

後期高齢者医療制度は平成２０年４月から旧老人医療制度に代わり７５歳（一定の障害のある方は６５歳）

以上の方を対象とし「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき奈良県後期高齢者医療広域連合が財政

運営を行っています。本制度は公費５割、現役世代からの支援４割、被保険者が１割を負担する財源構成で

え、これまで広報活動を継続して実施した結果、周知不足が解消されてきています。今後もより一層、奈良県

市町村においては保険給付等の窓口業務及び保険料の徴収業務を行っておりますが、制度が４年目を迎

後期高齢者医療広域連合と連携しながら医療の適正化、収納率の向上に努力してまいる所存であります。

まかなわれています。

翌年度へ繰越すべき財源

実 質 収 支 額

歳 入 歳 出 差 引 額

歳 入 総 額

歳 出 総 額



款別歳入決算額の状況

款 名

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度 対 前 年 度
増減率

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

１．後期高齢者医療保険料 198,937 61.8 188,819 61.3 10,118 5.4

２．使 用 料 及 び 手 数 料 23 0.0 18 0.0 5 27.8

３．繰 入 金 117,669 36.6 113,774 37.0 3,895 3.4

４．諸 収 入 5,293 1.6 5,263 1.7 30 0.6

歳 入 合 計 321,922 100.0 307,874 100.0 14,048 4.6

款別歳出決算額の状況

款 名

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度 対 前 年 度
増減率

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

１．総 務 費 17,788 5.5 15,741 5.1 2,047 13.0

２．広 域 連 合 納 付 金 298,832 92.8 286,881 93.2 11,951 4.2

３．保 健 事 業 費 5,302 1.7 5,252 1.7 50 1.0

歳 出 合 計 321,922 100.0 307,874 100.0 14,048 4.6



決算額（千円）

17,788
＜１ 総務管理費 ＞ 17,432
【 １ 一般管理費 】 17,432
１．一般管理費（人件費含む） １７，４３２千円

＜２ 徴収費 ＞ 356
【 １ 徴収費 】 356
１．徴収費 ３５６千円

（１）過年度保険料払戻 １８千円

298,832
＜１ 後期高齢者医療広域連合納付金 ＞ 298,832
【 １ 後期高齢者医療広域連合納付金 】 298,832
１．後期高齢者医療広域連合負担金 ２９８，８３２千円

5,302
＜１ 健康保持増進事業費 ＞ 5,302
【 １ 健康診査費 】 5,302
１．健康診査費 ５，３０２千円

対象者数：４，６７９人　受診者：５８１人　受診率１２．４２％

区 分

1 総 務 費

2後期高齢者医療広域連合納付金

3 保 健 事 業 費





職員定数と正規職員数

（単位：人）

区 分
定 数 H23.4.1 H23 年 度 H24 年 度 H24 年 度 H24.4.1

現 在 退 職 採 用 異 動 現 在

市 長 部 局 317 256 13 6 4 253

議 会 事 務 局 5 4 4

教育委員会事務局 45 30 3 2 △ 2 27

選挙管理委員会事務局 3 1 1

監 査 委 員 事 務 局 2 2 2

農業委員会事務局 4 2 2

水 道 局 24 18 △ 2 16

合 計 400 313 16 8 0 305



御所市と類似団体との比較（普通会計ベース）
①市の状況

※類似団体は平成２２年度数値

②歳入決算額の類似団体比較

　　

各項目ごとに端数処理しているため必ずしも合計とは一致しない。

御所市

平成23年度 平成22年度
29,412 30,020 33,525

486 496 118
△ 2.03 △ 1.66 1.93

7,989,517 8,038,068 9,801,125
271,641 267,757 292,353

0.398 0.419 0.450

人口増加率（％）

標準財政規模（千円）

人口1人当りの標準財政規模（円）
財政力指数

１k㎡当り人口密度（人）

類似団体
（Ⅰ-１）区 分

住民基本台帳人口（人）

人口一人
当り額 A 構成比 人口一人

当り額 A 構成比
人口一人
当り額 C 構成 比 A/C B/C

（円） （％） （円） （％） （円） （％）

地 方 税 106,834 23.8 108,025 23.9 107,417 20.2 0.99 1.01

地 方 譲 与 税 3,990 0.9 4,018 0.9 5,721 1.1 0.70 0.70

利 子 割 交 付 金 480 0.1 496 0.1 388 0.1 1.24 1.28

配 当 割 交 付 金 386 0.1 347 0.1 148 0.0 2.61 2.34

株式等譲渡所得割交付金 91 0.0 102 0.0 70 0.0 1.30 1.46

地 方 消 費 税 交 付 金 8,151 1.8 8,221 1.8 9,324 1.7 0.87 0.88

ゴル フ場 利 用 税 交 付 金 574 0.1 508 0.1 493 0.1 1.16 1.03

自 動 車 取 得 税 交 付 金 1,030 0.2 1,122 0.2 1,292 0.2 0.80 0.87

地 方 特 例 交 付 金 1,320 0.3 1,612 0.4 1,778 0.3 0.74 0.91

地 方 交 付 税 185,669 41.4 177,591 39.2 187,140 35.1 0.99 0.95

（ 一 般 財 源 ） 308,525 68.7 302,042 66.7 313,771 58.8 0.98 0.96

国 有 提 供 交 付 金 0 0.0 0 0.0 665 0.1 0.00 0.00

交 通 安 全 対 策 交 付 金 148 0.0 154 0.0 169 0.0 0.88 0.91

分 担 金 ・負 担金 ・寄 附 金 6,637 1.5 7,320 1.6 5,180 1.0 1.28 1.41

使 用 料 ・ 手 数 料 14,628 3.2 13,822 3.1 11,153 2.1 1.31 1.24

国 庫 支 出 金 60,551 13.5 71,374 15.8 72,402 13.6 0.84 0.99

県 支 出 金 30,051 6.7 29,696 6.5 35,120 6.6 0.86 0.85

財 産 収 入 1,246 0.3 820 0.2 2,282 0.4 0.55 0.36

繰 入 金 2,511 0.6 1,284 0.3 4,133 0.8 0.61 0.31

繰 越 金 0 0.0 0 0.0 14,771 2.7 0.00 0.00

諸 収 入 5,411 1.2 6,845 1.5 15,310 2.9 0.35 0.45

地 方 債 19,186 4.3 19,420 4.3 58,619 11.0 0.33 0.33

448,894 100.0 452,777 100.0 533,575 100.0 0.84 0.85

比 較

区 分

御 所 市 類 似 団 体
（平 成 22 年 度 ）

歳 入 合 計

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度



③市税収入

各項目ごとに端数処理しているため必ずしも合計とは一致しない。

「類似団体別市町村主要財政指数一覧」の発行が遅れているため、本項目については平成21年度の数値を使用。

人口一人
当り額 A 構成比 人口一人

当り額 B 構成比
人口一人
当り額C 構成 比 A/C B/C

（円） （％） （円） （％） （円） （％）

市 民 税 43,053 40.3 45,438 42.1 43,840 40.3 0.98 1.04

個人分 36,292 34.0 37,374 34.6 37,455 34.4 0.97 1.00

法人分 6,761 6.3 8,064 7.5 6,385 5.9 1.06 1.26

固 定 資 産 税 49,147 46.0 49,241 45.6 54,260 49.8 0.91 0.91

軽 自 動 車 税 2,174 2.0 2,136 2.0 2,149 2.0 1.01 0.99

た ば こ 税 8,900 8.3 7,602 7.0 5,856 5.4 1.52 1.30

特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0 0.0 1 0.0 0.00 0.00

都 市 計 画 税 3,560 3.4 3,609 3.3 2,188 2.0 1.63 1.65

そ の 他 0 0.0 0 0.0 607 0.5 0.00 0.00

106,834 100.0 108,026 100.0 108,901 100.0 0.98 0.99

区 分

御 所 市 類 似 団 体
（平 成 21 年 度 ） 比 較

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

合 計



④目的別歳出決算額

各項目ごとに端数処理しているため必ずしも合計とは一致しない。

人口一人
当り額 A 構成比 人口一人

当り額 B 構成比
人口一人
当り額C 構成比 A/C B/C

（円） （％） （円） （％） （円） （％）

議 会 費 6,744 1.5 4,902 1.1 4,685 0.9 1.44 1.05

総 務 費 66,064 15.1 59,742 13.1 85,139 16.6 0.78 0.70

民 生 費 154,262 35.4 149,455 32.9 139,498 27.2 1.11 1.07

衛 生 費 38,615 8.9 34,453 7.6 44,025 8.6 0.88 0.78

労 働 費 4,883 1.1 3,900 0.9 3,237 0.6 1.51 1.20

農 林 水 産 業 費 3,471 0.8 4,039 0.9 26,267 5.1 0.13 0.15

商 工 費 3,320 0.8 3,294 0.7 12,600 2.4 0.26 0.26

土 木 費 28,538 6.5 30,601 6.7 49,382 9.6 0.58 0.62

消 防 費 16,035 3.7 14,559 3.2 18,529 3.6 0.87 0.79

教 育 費 28,587 6.5 40,016 8.8 55,989 10.9 0.51 0.71

災 害 復 旧 費 0 0.0 94 0.0 2,477 0.5 0.00 0.04

公 債 費 83,970 19.3 82,607 18.2 70,928 13.8 1.18 1.16

諸 支 出 金 0 0.0 0 0.0 325 0.1 0.00 0.00

前 年 度 繰 上 充 用 金 1,615 0.4 26,698 5.9 279 0.1 5.79 95.69

436,104 100.0 454,360 100.0 513,359 100.0 0.85 0.89歳 出 合 計

区 分

御 所 市 類 似 団 体
（平 成 22 年 度 ） 比 較

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度



⑤性質別歳出決算額

各項目ごとに端数処理しているため必ずしも合計とは一致しない。

人口一人
当り額 A 構成比 人口一人

当り額 B 構成比
人口一人
当り額C 構 成比 A/C B/C

（円） （％） （円） （％） （円） （％）

人 件 費 85,225 19.5 81,727 18.0 86,284 16.8 0.99 0.95

うち職員給 52,963 12.1 53,126 11.7 54,228 10.6 0.98 0.98

扶 助 費 86,739 19.9 82,628 18.2 74,727 14.6 1.16 1.11

公 債 費 83,970 19.3 82,607 18.2 70,905 13.8 1.18 1.17

元利償還金　　　 83,969 19.3 82,575 18.2 70,889 13.8 1.18 1.16

一時借入金利子 1 0.0 32 0.0 16 0.0 0.06 2.00

（ 義 務 的 経 費 ） 255,934 58.7 246,962 54.4 231,916 45.2 1.10 1.06

物 件 費 47,512 10.9 43,574 9.6 57,751 11.2 0.82 0.75

維 持 補 修 費 2,385 0.5 2,837 0.6 4,659 0.9 0.51 0.61

補 助 費 等 47,274 10.8 42,890 9.4 53,433 10.4 0.88 0.80

積 立 金 13,615 3.1 14,419 3.2 23,586 4.6 0.58 0.61

投 資 ・出 資 ・貸 付 金 14 0.0 23 0.0 9,000 1.8 0.00 0.00

繰 出 金 52,071 12.0 47,293 10.4 51,534 10.0 1.01 0.92

前 年 度 繰 上 充 用 金 1,615 0.4 26,698 5.9 279 0.1 5.79 95.69

投 資 的 経 費 15,684 3.6 29,664 6.5 81,200 15.8 0.19 0.37

うち人件費 1,091 0.3 1,033 0.2 1,762 0.3 0.62 0.59

普通建設事業 15,684 3.6 29,570 6.5 78,670 15.3 0.20 0.38

補助 5,332 1.2 16,823 3.7 38,171 7.4 0.14 0.44

単独 10,352 2.4 12,747 2.8 38,094 7.4 0.27 0.33

災害復旧事業費 0 0.0 94 0.0 2,476 0.5 0.00 0.04

失業対策事業費 0 0.0 0 0.0 54 0.0 0.00 0.00

436,104 100.0 454,360 100.0 513,359 100.0 0.85 0.89

区 分

御 所 市 類 似 団 体
（平 成 22 年 度 ） 比 較

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

歳 出 合 計



12年 人 ｋ㎡ 人 17年 人

17年 人 22年 人 人 人 人

22年 人 ％ ％ ％

人 人 人 人

人 ％ ％ ％

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｇ

Ｈ

Ｉ

Ｊ

円

円

円

人 千円 円 円

円

円

奈良県市町村総合事務組合

奈良広域水質検査センター組合

奈良県葛城地区清掃事務組合

中和広域消防組合

葛城広域行政事務組合

奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合

奈良県後期高齢者医療広域連合

御所・田原本環境衛生事務組合

6,616,9676,711,148

8,038,068

683,825

基準財政需 要額 （千 円）

財 政 力 指 数

21年度 0.418

標 準 財 政 規 模 （千 円 ） 7,989,517

基 金 取 崩 し 額

(千円） (千円）

13,592,373

12,826,651 13,639,866

▲ 47,493376,270

66,381

区 分

経常一般財源比率（％）

3.9

18.9

101.1 94.6

15.0

16.7３  ヶ  年  平  均   （％）　

94.4※  １                  （％）

１人当たり平均給料月額

95.1 94.6

1,106,518

19.0 22.4

13.3

▲ 1.8

100.3
99,037

0.4083ヵ年平均 0.4193ヵ年平均

21.8

676,330
※ ２                   （％）

実 質 収 支 比 率 （％）

公  債  費  比  率 （％）
0

20,801,598

1,437,356

19,300,690

22.1

22年度

0.409

0.429

22年度

0.398 0.409

21年度 0.418

23年度

20年度

7

職員数（人）給料月額（千円）１人当たり支給月額（円）

0
積 立 金

（Ｆ+Ｇ+Ｈ-Ｉ）

00

589,261

3

4

5

6

指 数 等

平 成 23 年 度

標準税収入 額等 （千 円）

平 成 22 年 度

2,670,853基準財政収 入額 （千 円）

3,438,413 3,485,983

区 分

2,709,394

氏 名

309,889

456,419

歳 入 歳 出 差 引 額

翌年度へ繰り越すべき財源

実 質 収 支
▲ 146,530

経 常 収 支 比 率 （％） 101.7

95.3

区 分

8

9

実 質 単 年 度 収 支

普 通 会 計 一 般 職 員 の 状 況

区 分

10

7,495132,842
積立金現在高   （千円）

公債費負担比率   （％）

地 方 債 残 高  （千円）

繰 上 償 還 金

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度

13,202,921
歳 入 総 額

歳 出 総 額

単 年 度 収 支

(Ａ－Ｂ）

1

2

広 域 市 町 村 圏

国調

34,676

32,273

30,287

60.58 500

住

基
17年度国調人口

537

4.6

736

5.4

H23.3.31

H24.3.31

30,020

29,412

8,588

32.1 62.5

3,431 7,625

29.6 65.8

4,405

Ⅰ－１

Ⅱ 地

10,419

11,021 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次区 分

就

業

人

口

22年度国調人口

産 業 構 造人 口 面 積 人口密度 人口集中 地区 人口

５ 種 地

コ ー ド 番 号

ふ り が な

市 町 村 名

2 9 2 0 8 7

ご せ し

御 所 市

市 町 村 類 型

２３年度交付税

種 地 区 分

372,000

　　平成２３年度

決　　算　　状　　況
都 道 府 県 奈 良 県

一 般 職 員

技 能 労 務 職 員

指定団体 等の 状況

葛 城 近 畿 圏

70,598 323,844

14,496 302,000

教 育 公 務 員

218

48

7

市 町 村 長

副 市 長

教 育 長

合 計
273 87,698

2,604

臨 時 職 員

議 会 議 長

同 副 議 長
321,238

同 議 員

627,200

576,000

496,800

下 水 道 事 業 （千 円 ） 観 光 事 業 （千 円 ）

東 川 裕

宮 谷 太

上 田 貞 夫

　

奥 泰 司

島 田 幸 子

実 質 収 支 額

他 会 計 繰 入 額

460,000

420,000

390,000* * * *

公 営 企 業 の 経 営 状 況

加 入 し て い る 一 部 事 務 組 合法

非

適

合

事 業 名

総 収 益

総 費 用

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

415,145 0

93,628

198,102 93,528

526,531 0

255,103

583,591 0

0 620

法

適

合

事 業 名

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 損 利 益

特 別 損 （ ▲ ） 益

102.90

24,941

4,881

20,060

▲ 127,317

当 期 純 損 （ ▲ ） 益

累 積 利 益 剰 余 金

　○○損（▲）益とあるのは、
利益または損失のいずれか
を指し、利益の場合は、プラス
の数字で表し、損失の場合
は、▲の数字で表している。

不 良 債 務

　　　経　常　収　支　比　率（％）

水 道 事 業 （千 円 ）

883,846

858,905

特 別 職 等

17.0415.85

6,343,3266,303,169

３  ヶ  年  平  均   （％）　※３

実質公債費比率　（％）　※３

債務負担行為額（千円）



円 1 円 ％ ％ ％
2 円
3 円
4 円
5 円
6 円
7 円
8 円
9 円

％ ％

早期健全化基準

13.75％

18.75％ 35.00％

35.0％

御 所 市

25.0％

350.0％

財政再生基準

20.00％-   

-   

19.0％

195.0％

健
全
化
判
断
比
率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

（千円）
区　　　　　分

構 成 比 税 等 一 般 財 源決 算 額

（千円） （％）

（％）
区 分 税 等 一 般 財 源

（％） （千円） （千円）

経 常 一 般 財 源

区 分
（千円） （％） （％）

決 算 額 構成比 増 減 率

13,202,921

150,000

労 働 費

民 生 費

（千円） （％） （千円） （％） （千円）

（千円）（千円）

市 税 合 計

適 用 税 率 の 状 況

均 等 割

法 人 税 割

160,000
400,000
410,000

50,000
120,000
130,000

14.7
3,000,000
1,750,000

94.9

固 定 資 産 税

市 民 税 98.7 32.1

徴

収

率

区 分
合 計現 年 課 税 分 滞 納 繰 越 分

91.6

97.3 88.1

98.1 30.0

29.5

市

民

税

個

人

固 定 資 産 税 1.40

3,000
均 等 割

所 得 割 ％6

100.0 ▲ 3.1 2,957,189 22,065

3.3 ▲ 3.3104,716

合 計 12,826,651 100.0 9,434,639合 計 3,142,210

（目的税）都市計画税 公 債 費 2,469,734 19.3 2,172,105

繰 上 充 用 金 47,493 0.4 47,493

教 育 費 840,790 6.6 580,862

災 害 復 旧 費 0 ― 0

土 木 費 839,353 6.5 688,608

消 防 費 471,626 3.7 466,572

97,646 0.7 54,859

農 林 水 産 費 102,077 0.8 76,463

商 工 費

1,029,111

1,826,610

143,617 1.1 290

4,537,151 35.4 2,293,303

1,135,740 8.9

1.5 198,363

15.11,943,061

63,761

198,363議 会 費

衛 生 費

総 務 費

261,756 8.3 14.7 211,241

63,927 2.1 ▲ 0.3

▲ 2.2 1,384,672固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

1,445,519 46.0

198,863

市 た ば こ 税

0

6.3 ▲ 17.9 215,829 22,065

普通建設事業

補助事業

単独事業

元利償還金

投 資 的 経 費

内

訳 一時借利子

うち人件費

内

訳

失 業 対 策

目 的 別 歳 出

9,434,639

災 害 復 旧

合 計

0

0 ― 0

12,826,651 100.0

0 ―

156,829 1.2 6,279

304,461 2.4 163,977

7,732,238
461,290 3.6 170,256

461,290 3.6 170,256

32,078 0.3 26,929

13.7

前年度繰上充用金 47,493 0.4 47,493

繰 出 金 1,531,516 11.9

0.0
投資・出資金・貸付金 400 0.0 0 0 0.0

積 立 金 400,430 3.1 388,232

19,68640,462

1,349,269

0

1,106,383

0.2

補 助 費 等 1,390,416 10.9 1,342,935 1,027,550 12.7

維 持 補 修 費 70,144 0.5

822,218 10.2

小 計 7,527,546

物 件 費 1,397,416 10.9 859,264

58.7 5,236,728

0.0

4,756,401 58.9

2,469,697 19.3 2,172,068

37 0.0 37 37

8.7

2,038,299 25.2

2,038,262 25.2

701,624 701,624

公 債 費 2,469,734 19.3 2,172,105

1,557,743 12.1

扶 助 費 2,551,160 19.9

25.0

17.6

2,362,999

1,424,110 1,424,110

100.0 7,600,877 100.0

1.2 7,102 0.1

564,300 4.3 0 ―

0.6 0 ―

2,016,478

うち職員給

人 件 費 2,506,652 19.5

0.3 4,191

0 ―

0 ― 0 ―

12,807 0.1 0 ―

0.1

1,780,921 13.5 0 ―

― 0 ―

883,869 6.7

0.8 0 ―

40,808

―

0.5

1.4 0

2.5

73,863

159,157

99.2

4,353 0.0 4,353 0.1

68.6 7,544,4239,074,356

合 計

36,641

手 数 料

国 庫 支 出 金

国有施設等所在交付金

県 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

地 方 債

寄 付 金

4,035,676

小 計

交通安全対策特別交付金

分 担 金及び負担金 182,406

99,045

0

使 用 料 331,203

内

訳

普 通 交 付 税

特 別 交 付 税

財 産 収 入

53.1

1,425,217 10.8 0 ―

30.6 4,035,676

53.1地 方 交 付 税 5,460,893 41.4 4,035,676

0.4

地 方 特 例 交 付 金 38,816 0.2 38,816 0.5

自動車取得税交付金 30,296 0.2 30,296

―

ゴルフ場利用税交付金 16,886 0.1
特別地方消費税交付金 0 ― 0

16,886 0.2

0.2

地方消費税交付金 239,746 1.8 239,746 3.2

利 子 割 交 付 金 14,125 0.1 14,125

40.0

地 方 譲 与 税 117,344 0.9 117,344 1.5

地 方 税 3,142,210 23.8 3,037,494

歳 入

経常一般財源 経常収支比率

歳 出

構成比 決 算 額 構 成 比決 算 額 構成比区 分

1,067,429

標 準 税 収 入 額 超 過 課 税

34.0 ▲ 4.9 1,081,686

株式等譲渡所得割交付金 2,689 0.0

配 当 割 交 付 金 11,351 0.1

法

人

0.1

0.0

11,351

2,689

市 町 村 税

市 民 税
個 人 分

法 人 分

   (参考）
　経常一般財源比率とは、標準財政規模に対する経常一般財源の割合であり、この比率
が「１００」をこえる度合いが高いほど経常一般財源に余裕があり、歳入構造に弾力性があ
ることが示されます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　経常一般財源収入額
　経常一般財源比率＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×１００　（％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　標準財政規模

※１
　　減収補填債（特別分）及び臨時財政対策債を経常一般財源から除いた数値。

※２
　　減収補填債（特別分）及び臨時財政対策債を経常一般財源に加えた場合の
数値。

※３
　　実質公債費比率（３ヵ年）の計算過程において、各年度の数値の端数処理を
行わず、小数点第１位以下を切り捨てるため、単年度数値については、参考とし
て小数点第２位までを表記している。

※　国民宿舎葛城高原ロッジ特別会計、下水道事業特別会計及び水道事業会計の資金不足額〔早期健全
化基準：それぞれ20.0％〕については発生していないため、資金不足比率については算定対象外となりま
す。



平 成 23 年 度
比

率

の

状

況

実 質 赤 字 比 率 （％ ） -  

連結実質赤字比率（％） -  

健全化判断比率の状況
実質公 債 費 比 率 （％ ） 19.0

将 来 負 担 比 率 （％ ） 206.2

実 質 赤 字 比 率

区 分 決 算 額 （単 位 ：千 円 、％ ）

歳 入 歳 出 差 引 額 （ Ａ ） 376,270

翌 年 度 に 繰 り 越 す べ き 財 源 （ Ｂ ） 66,381

実 質 収 支 額 （ Ａ ） － （ Ｂ ） （ Ｃ ） 309,889

標 準 財 政 規 模 （ Ｄ ） 7,989,517

実 質 赤 字 比 率 （Ｃ ） / （Ｄ ）× １ ０ ０ -  

連 結 実 質 赤 字 比 率 資金不足比率

区 分 決算額
（単位：千円、％） （単 位 ：％ ）

実

質

収

支

一

般

会

計

等

一 般 会 計 （１） 310,039

学 校 給 食 費 特 別 会 計 （２） ▲ 150

資
金
不
足
額
又
は
資
金
剰
余
額

法
適
用
事
業

水 道 事 業 会 計 （３） 574,500 -

法
非
適
用
事
業

国民宿舎葛城高原ロッジ特別会計 （４） 620 -

下 水 道 事 業 特 別 会 計 （５） 0 -

実

質

収

支

そ
の
他
特
別
会
計

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 （６） ▲ 180,980

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 （７） 23,258

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 （８） 0

合 計 （Ａ） 727,287

標 準 財 政 規 模 （Ｂ） 7,989,517

連 結 実 質 赤 字 比 率 （Ａ）／ （Ｂ ）× １００ -  



実 質 公 債 費 比 率

区　　　　　　　　　　　　　　　　分
平成２１年度
決算額

（単位：千円、％）

平成２２年度
決算額

（単位：千円、％）

平２３年度
決算額

（単位：千円、％）

分

子

公債費充当一般財源等  額(繰上償還金、公営企業債償還額及
び満期一括地方債の元金に係るものを除く） （１） 2,509,914 2,047,906 1,941,004

満期一括地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの（年
度割相当額）等 （２） - - -

公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金 （３） 414,782 378,400 391,022

一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる
補助金又は負担金 （４） 119,538 121,251 121,677

債務負担行為に基づ く支出のうち公債費に準ずるもの （５） 62,373 59,660 56,415

一時借入金の利子 （６） 1,891 962 37

災害復旧費等に係る基準財政需要額 （７） 1,104,722 1,105,610 1,107,916

（７）のうち準元利償還金に係るもの （８） 143,918 132,812 124,374

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 （９） 155,954 107,521 100,042

（９）のうち準元利償還金に係るもの （10） 127,466 121,207 119,924

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金 （11） - - -

密度補正により基準財 政需要額に算入された準元利償還金（地
方債の元利償額を基礎として参入されたものに限る） （12） 23,956 25,516 26,063

小計（（１）～（６））－（（７）～（12）） （Ａ） 1,552,482 1,115,513 1,031,836

分

母

標準財政規模 （13） 7,980,717 8,038,068 7,989,517

（７）～（12）の額 （14） 1,556,016 1,492,666 1,478,319

小計（13）－（14） （Ｂ） 6,424,701 6,545,402 6,511,198

単年度実質公債費比率（Ａ）／（Ｂ）×１００ ② 24.16427 ② 17.04269 ③ 15.84710

実質公債費比率（①＋②＋③）／３ 19.0

上記の内訳
（上位３事業及びその他の決算額）（単位：千円）

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

（
３

）
の
内
訳

下 水 道 事 業 402,737 364,486 350,925

水 道 事 業 12,045 13,914 40,097

そ の 他 の 事 業 - - -

（
５

）
の
内
訳

ＰＦＩ事業にかかる委託料 - - -

国 営 事 業 負 担 金 - - -

利 子 補 給 62,373 59,660 56,415

そ の 他 - - -



将 来 負 担 比 率

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 決算額
（単位：千円、％）

将

来

負

担

額

（Ｎ－１）年度末一般会計等地方債現在高 （１） 19,300,690
債務負担行為に基づく支出予定額 （２） 1,254,883
一般会計等以外の会計の地方債の元利償還に対する一般会計等負担
見込額 （３） 4,711,440

組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額 （４） 587,360

退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額 （５） 2,796,688
設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額 （６） 1,271,273
連結実質赤字額 （７） 727,287
組合等の連結実質赤字相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見
込額 （８） -

（Ｎ－１）年度末充当可能基金現在高 （９） 1,711,392
特定の歳入見込額 （10） 2,419,917
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 （11） 13,090,842
小計（将来負担額－（（９）～（11）） （Ａ） 13,427,470
標準財政規模 （12） 7,989,517
災害復旧費等に係る基準財政需要額 （13） 1,107,916
（７）のうち準元利償還金に係るもの （14） 124,374
事業費補正により基準財政需要額に算入された元利償還金 （15） 100,042
（９）のうち準元利償還金に係るもの （16） 119,924
密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金 （17） -
密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元
利償還額を基礎として算入されたものに限る） （18） 26,063

小計（標準財政規模（12）－算入公債費等（13）～（18）） （Ｂ） 6,511,198

将来負担比率（Ａ）／（Ｂ）×１００ 206.2

（注）
１、連結実質赤字額は、赤字会計の合計額と
黒字会計の合計額の絶対値であり、赤字の
場合は整数値となる（黒字の場合は０となる）

上 記 の 内 訳
（上位３事業及びその他の決算額）（単位：千円）

の
内
訳

（
３

）

下 水 道 事 業 4,396,221
水 道 事 業 315,219

-　　
そ の 他 の 事 業 -　　

の
内
訳

（
４

）

葛城地区清掃事務組合 514,683
中 和 広 域 消 防 組 合 72,677

-　　
-　　

の
内
訳

（
６

）

土 地 開 発 公 社 1,271,273
地 方 道 路 公 社 -　　
地 方 住 宅 供 給 公 社 -　　
そ の 他 の 公 社 等 -　　


